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   第 ３ 回   熊本県議会 総務常任委員会会議記録 

 

平成24年６月22日(金曜日) 

            午前10時１分開議 

            午前11時12分休憩 

            午前11時17分開議   

            午後０時20分休憩 

            午後１時19分開議   

            午後２時27分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成24年度主要事業等説明 

 議案第１号 平成24年度熊本県一般会計補

正予算（第１号） 

 議案第７号 熊本県予算の執行に関する知

事の調査等の対象となる法人を定める

条例の制定について 

 議案第13号 財産の処分について 

 議案第14号 幸せ実感くまもと４カ年戦略

の策定について 

 報告第１号 平成23年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についての

うち 

 請第21号 消費税の増税に反対する意見書

の提出に関する請願 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 

①熊本県地域防災計画の見直し及び防

災対策について 

②消防広域化の状況について 

③川辺川ダム問題について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 池 田 和 貴 

        副委員長 東   充 美 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 氷 室 雄一郎 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 中 村 博 生 

        委  員 重 村   栄 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 田 嶋    徹 

       危機管理監 佐 藤 祐 治 

        秘書課長 山 口 達 人 

  首席審議員兼広報課長 田 中 浩 二 

    危機管理防災課長 福 島 誠 治 

  知事公室付政策調整監 成 富   守 

総務部 

         部 長 駒 崎 照 雄 

       政策審議監 鷹 尾 雄 二 

      文書私学局長 岡 本 哲 夫 

      総務税務局長 倉 永 保 男 

 総括審議員兼市町村局長 小 嶋 一 誠 

        人事課長 古 閑 陽 一 

        財政課長 浜 田 義 之 

    県政情報文書課長 本 田 雅 裕 

      私学振興課長 仁 木 徳 子 

総務事務センター長 兼 行 雅 雄 

        管財課長 吉 永 一 夫 

         税務課長 渡 辺 克 淑 

     市町村行政課長 能 登 哲 也 

     市町村財政課長 山 口 洋 一 

      消防保安課長 原     悟 

企画振興部 

         部 長 坂 本   基 

         理事兼 

   交通政策・情報局長 小 林   豊 

      政策審議監 内 田 安 弘 



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成24年６月22日) 

 

 - 2 - 

総括審議員兼 

地域・文化振興局長 宮 尾   尚 

        企画課長 坂 本   浩 

首席審議員兼地域振興課長 津 森 洋 介 

      文化企画課長 草 野 武 夫 

        政策監兼 

文化・世界遺産推進室長 吉 永 明 彦 

川辺川ダム総合対策課長 福 山 武 彦 

      交通政策課長 中 川   誠 

      情報企画課長 古 谷 秀 晴 

       統計調査課長 池 田 正 人 

出納局 

  会計管理者兼出納局長 東   泰 治 

        会計課長 福 島   裕 

      管理調達課長 前 野   弘 

人事委員会事務局 

         局 長 岡 村 範 明 

        総務課長 吉 富   寛 

       公務員課長 松 永   寿 

監査委員事務局 

         局 長 本 田 惠 則 

   首席審議員兼監査監 富 永 正 純 

         監査監 藤 本 耕 二 

         監査監 瀬 戸 浩 一 

議会事務局 

         局 長 長 野 潤 一 

     次長兼総務課長 黒 田 祐 市 

        議事課長 佐 藤 美智子 

首席審議員兼政務調査課長 松 永 康 生 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 井   隆 彦 

     政務調査課主幹 板 橋 徳 明 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○池田和貴委員長 それでは、ただいまから

第３回総務常任委員会を開会いたします。 

 まず、開会に当たりまして一言御挨拶申し

あげます。 

 皆さんこんにちは。総務常任委員長を拝命

しております池田でございます。非常に重要

な委員会だということで、気を引き締めてこ

の１年間取り組ませていただきたいと思って

いるところでございます。委員の先生方、ま

た執行部の皆様方には、よろしく御協力いた

だきますようお願い申し上げまして、御挨拶

とさせていただきます。よろしくお願い申し

上げます。 

 続いて、東副委員長からも御挨拶をお願い

いたします。 

 

○東充美副委員長 おはようございます。さ

きの委員会で副委員長に選任いただきました

東でございます。今後１年間、池田委員長を

補佐し、そしてまた、誠心誠意円滑な委員会

審議に努めてまいりたいと思いますので、ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 あわせて、委員各位、そしてまた執行部の

皆様方の御協力よろしくお願い申し上げまし

て、簡単でございますけれども、御挨拶にか

えます。 

 

○池田和貴委員長 次に、今回付託されまし

た請第21号について、提出者から趣旨説明の

申し出があっておりますので、これを許可し

たいと思います。 

 請第21号についての説明者を入室させてく

ださい。 

  （請第21号の説明者入室） 

○池田和貴委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には、請願書の写しを配布してお

りますので、説明は簡潔にお願いします。 

  （請第21号の説明者の趣旨説明) 

○池田和貴委員長 ありがとうございまし

た。趣旨はよくわかりました。どうぞ、後で

審査しますのでお引き取りください。 

  （請第21号の説明者退室) 

○池田和貴委員長 本日は、執行部を交えて

の初めての委員会でありますので、幹部職員

の方の自己紹介をお願いいたします。 
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 課長以上については自席からの自己紹介と

し、課長補佐ほかについては、お手元にお配

りをしております役付職員名簿により紹介に

かえさせていただきます。 

 それでは、田嶋知事公室長から役付職員名

簿の順番に順次お願いいたします。 

  （知事公室長、危機管理監～政務調査課

長の順に自己紹介) 

○池田和貴委員長 １年間このメンバーで審

議を行いますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 それでは、付託議案等の審査及び平成24年

度の主要事業等説明に入ります。 

 今回の委員会では、蒲島県政２期目の４カ

年戦略が付託議案として上がっておりますの

で、この計画の審議を中心に議事を進めてま

いりたいと考えております。 

 したがいまして、まず総務部長の総括説明

の後、14号議案幸せ実感くまもと４カ年戦略

について、企画振興部長から総括説明、企画

課長から概要説明を求め、次に、４カ年戦略

を踏まえた主要事業、一般会計補正予算のほ

かの付託議案等について執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います

が、これに御異議ございませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしということで

ございますので、そのようにいたします。 

 それでは、議事次第の順序に従いまして執

行部の説明を求めます。なお、執行部からの

説明は、効率よく進めるために着座のまま簡

潔にお願いいたします。 

 まず、総務部長から説明をお願いいたしま

す。 

 

○駒崎総務部長 それでは、今回提案してお

ります議案につきまして御説明を申し上げま

す。 

 まず、補正予算でございます。 

 本年度の当初予算は骨格予算として編成し

たことに伴い、今回の６月補正予算は、新規

あるいは政策的経費を計上する肉づけ予算と

して編成し、御提案申し上げております。 

 この後説明のあります幸せ実感くまもと４

カ年戦略の実現に向け、４年間で総額200億

円の一般財源による幸せ実感推進枠を創設す

るなど、できる限りの重点化を図っておりま

す。 

 この結果、一般会計の６月補正予算は808

億円の増額補正となり、補正後の予算額は7,

137億円となります。 

 また、このほか、条例等の議案もあわせて

御提案申し上げております。 

 この後、それぞれの項目ごとに担当の部長

または課長から御説明申し上げます。どうぞ

よろしくお願い申し上げます。 

 

○池田和貴委員長 次に、企画振興部長から

議案第14号関係の総括説明をお願いいたしま

す。 

 

○坂本企画振興部長 議案第14号幸せ実感く

まもと４カ年戦略の策定について御説明申し

上げます。 

 Ａ３版３枚で折り込んでおります資料をお

あけください。 

 今議会に御提案申し上げております幸せ実

感くまもと４カ年戦略につきましては、知事

のマニフェストに沿って、平成27年度までの

４年間で重点的に推進する主な施策などを明

らかにしたものでございます。 

 九州新幹線の全線開業や熊本市の政令指定

都市移行というビッグチャンスを生かして、

熊本に活力をつくる、成長著しいアジアの活

力を熊本に取り込むためにアジアとつなが

る、子供から高齢者までさまざまな方々の安

心を実現する、熊本の将来を見据えて百年の

礎を築くという戦略に掲げた４つの方向性に

沿った取り組みを推進することで、日本で最

も幸せを実感できる熊本を実現してまいりた
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いと考えております。 

 知事選後２カ月という短い期間の中ではあ

りましたが、県議会の先生方、そして県民の

皆様から貴重な御意見をいただきましたおか

げで、充実した内容に取りまとめることがで

きたと考えております。 

 今後、全庁一丸となって、県民幸福量の最

大化を目指し、この４カ年戦略を推進してい

くことが必要と考えております。御審議のほ

ど何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 なお、戦略の概要につきましては企画課長

から説明申し上げます。 

 

○池田和貴委員長 次に、企画課長から議案

第14号関係の概要説明をお願いいたします。 

 

○坂本企画課長 企画課長の坂本でございま

す。 

 幸せ実感くまもと４カ年戦略(案)につきま

しては、議案として別途お配りさせていただ

いておりますが、本委員会の説明につきまし

ては、お手元の資料により御説明させていた

だきます。Ａ３、３枚の委員会資料のほうを

ごらんください。 

 それでは、１枚目、幸せ実感くまもと４カ

年戦略(案)概要をごらんください。 

 今回の４カ年戦略の全体の構成と内容をま

とめた資料になります。 

 左上の策定の趣旨にありますように、本戦

略は、これまでの成果と課題、本県を取り巻

く社会情勢を踏まえ、県民が幸せを実感でき

るくまもとの実現に向けた本県の取り組みの

基本方針として策定するものです。 

 第１章で、前４カ年戦略の成果と課題、第

２章で、人口減少と少子高齢化を初めとした

本県を取り巻く社会情勢の変化等を記載し、

第３章では、それらを踏まえて戦略の基本目

標である幸せを実感できるくまもとを掲げる

とともに、その実現に向けた４つの取り組み

の方向性と目指す姿を示しています。 

 資料の右側ですが、第４章として、幸せを

実感できるくまもとの実現に向け推進する取

り組みを、戦略１、ビッグチャンスを生かす

など、15の戦略として体系化しております。 

 さらに、第５章では、４カ年戦略の着実な

推進として、実行性の確保、各分野の個別計

画と一体となった県政推進、地域の視点に立

った戦略の展開を掲げております。 

 実行性の確保では、戦略の具体化に向けた

財源の確保とわかりやすい指標による進行管

理等について記載しております。 

 個別計画と一体となった県政推進では、幸

せ実感くまもと４カ年戦略と県議会で議決い

ただいた各個別計画が一体となって県政全体

を推進することとしております。 

 また、地域の視点に立った戦略の展開とし

て、政令指定都市誕生後の県内各地域の将来

像、いわゆるビジョンで示した各地域の将来

像や取り組みの方向性に沿って、それぞれの

地域と意見交換等を行い、必要とされる事業

の検討や具体化に取り組んでいくこととして

おります。 

 次に、２枚目の資料、施策体系表をごらん

ください。 

 御説明しました第４章の幸せを実感できる

くまもとの実現に向け推進する15の戦略と構

成する75の主な施策をまとめたものです。 

 まず、活力あふれる元気な熊本を目指し、

活力をつくる取り組みとして、戦略１、ビッ

グチャンスを生かす、戦略２、稼げる農林水

産業への挑戦、戦略３、地域力を高める、戦

略４、未来型エネルギーのトップランナーを

位置づけています。 

 戦略１、ビッグチャンスを生かすでは、地

域の中小企業のチャレンジへの支援や企業誘

致等に積極的に取り組むことで産業力の強化

を図るとともに、熊本をまず訪れる九州の観

光拠点化に向け取り組み、観光客の増大につ

なげることを掲げております。 

 戦略２、稼げる農林水産業への挑戦では、
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農地の集積、担い手の育成、生産・出荷体制

の再編強化による生産構造の変革と効率化や

農山漁村におけるエネルギーの地産地消な

ど、次世代型産業への挑戦を進めるととも

に、ブランド力の強化や地産地消の推進によ

るくまもとブランドの創造、確立を図り、農

林水産業の再生を目指す取り組みを進めてい

きます。 

 戦略３、地域力を高めるでは、九州新幹線

の開業効果を県内各地域に波及させるととも

に、一極集中などの不安を払拭し、県内どの

地域においても誇りに満ちた暮らしが送れる

よう、交流拡大による地域振興を図り、地域

のチャレンジを応援する、地域の現状やニー

ズを踏まえた地域振興に重点的に取り組んで

まいります。 

 戦略４、未来型エネルギーのトップランナ

ーでは、本県の恵まれた自然や特性を最大限

に生かし、メガソーラーの立地促進やエネル

ギー関連産業の振興などによる多様な新エネ

ルギーの導入の加速化とともに、県民総ぐる

みによる省エネルギーの推進の強化を図り、

新エネ、省エネ先進県を目指した取り組みを

進めます。 

 次に、アジアの中で存在感のある熊本を目

指し、アジアとつながる取り組みとして、戦

略５、アクション・アジアを位置づけており

ます。 

 戦略５では、アジア各国における新たなマ

ーケットや観光需要の開拓に取り組むための

体制整備、新たな航路開拓に向けたポートセ

ールスの強化など、アジアに打って出る取り

組みを進めるとともに、熊本の魅力を生かし

た海外からの誘客強化、留学生からも選ば

れ、帰国後もつながることができるよう、ア

ジアから呼び込む取り組みも進めてまいりま

す。 

 さらに、いつまでも楽しく元気で安心して

暮らせる熊本を目指し、安心を実現する取り

組みとして、戦略６、長寿を楽しむ、戦略

７、子どもの育ちと若者のチャレンジを応

援、戦略８、障がいのある人が暮らしやすい

熊本、戦略９、人が人として互いに尊重され

る安全安心な熊本、戦略10、災害に負けない

熊本を位置づけております。 

 戦略６、長寿を楽しむでは、何歳になって

も健康で生きがいを持って活躍できるよう、

高齢者の居場所と出番を提供するなど、長寿

を楽しむ暮らしづくりに取り組むとともに、

医療や介護が必要になっても、安心して住み

なれた地域で暮らし続けることができるよ

う、長寿の安心を実現するための体制づくり

を進めてまいります。 

 戦略７、子どもの育ちと若者のチャレンジ

を応援では、社会全体で子供を育み、守る熊

本づくりに向け、子供の健やかな育ちと子育

ての応援に係る取り組みを進めます。また、

若者が仕事への憧れや夢を持ち、また、それ

がかなえられるよう、意欲ある若者のチャレ

ンジの応援に取り組みます。 

 戦略８、障がいのある人が暮らしやすい熊

本では、障害のある人もない人も地域で支え

合いながら安心して暮らすことができる共生

社会を目指し、障害のある人が地域で生き生

きと自分らしく暮らしていくことができるよ

う、関係機関と連携して、就労や活動のステ

ージづくりに向け、障害のある人の暮らしの

応援に取り組みます。 

 戦略９、人が人として互いに尊重される安

全安心な熊本では、さまざまな人権問題を解

決し、人が人として互いに尊重される社会と

なるよう、人権教育、啓発を積極的に推進

し、一人一人が尊重される社会の構築を図る

とともに、犯罪や交通事故への対策、さらに

は消費者保護など、安全安心な社会の構築に

向けた取り組みを進め、一人一人を大切に

し、一人一人が大切にされる熊本をつくりま

す。 

 戦略10、災害に負けない熊本では、東日本

大震災がもたらした貴重な教訓を踏まえ、命
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を大切にすることを最優先に、あらゆる災害

を想定し、自助、共助、公助の観点のもと、

地域防災力を高めるため、災害に負けない社

会インフラ、ソフト対策に取り組みます。 

 そして最後に、誇りを持ち、夢の実現に挑

戦するくまもとを目指し、百年の礎を築く取

り組みとして、戦略11、熊本都市圏の拠点性

向上、戦略12、悠久の宝の継承、戦略13、環

境を豊かに、戦略14、熊本アカデミズム、戦

略15、夢を叶える教育を位置づけています。 

 戦略11、熊本都市圏の拠点性向上では、将

来の州都をにらんだ構想づくりを進めるとと

もに、産学官によるくまもと都市戦略会議な

どを通して、県、市の政策連携を強化し、相

乗効果を最大化するなど、州都を目指した取

り組みの展開を図ります。また、高速交通体

系への機能充実など、九州におけるハブ機能

の強化に取り組みます。 

 戦略12、悠久の宝の継承では、加藤・細川

400年の歴史、文化を初めとしたくまもとの

歴史・文化の磨き上げ、継承を図るととも

に、熊本の地下水、阿蘇の草原など、先人た

ちによって慈しみ、守られてきた豊かなくま

もとの自然・景観の保全・継承に取り組んで

まいります。 

 戦略13、環境を豊かにでは、緑の創造プロ

ジェクトの推進や有明海、八代海の再生に向

けた取り組みなどにより、生活と自然の共生

を図っていくとともに、環境教育を積極的に

進めるなど、県民一人一人の環境意識の醸成

と環境活動の実践に向け取り組みます。 

 戦略14、熊本アカデミズムでは、多くの大

学が立地し、生命科学や半導体などの分野で

企業や技術が集積している特色を生かし、大

学や企業の研究開発を活発化させる取り組み

や、県内の大学などに海外から多くの留学生

が集まる世界に開かれた活気あるまちづくり

に向け、世界からの知の集積を図るととも

に、夢を持ち、海外へ挑戦する若者を支援

し、グローバルな人材の育成を進めるなど、

知の集積を地の活力につなげる取り組みを進

めます。 

 戦略15、夢を叶える教育では、子供たちが

どのような環境にあっても、学ぶことを楽し

み、夢に挑戦し、夢をかなえることができる

よう、夢を育む教育を進めます。また、熊本

の歴史、文化などを理解し、郷土への誇りを

育むなど、夢を広げる教育の展開を図り、熊

本の発展を支え、九州、日本、そして世界を

支える人材を育てます。それらの戦略に沿っ

た取り組みを進めることで、幸せが実感でき

るくまもとの実現を目指してまいります。 

 次に、３枚目の資料をごらんください。 

 戦略指標一覧になります。 

 指標は、３つの考え方に基づき設定いたし

ました。戦略の目指す姿をイメージできるよ

う、県民にわかりやすいこと、進捗状況を速

やかに把握し、能動的に施策等に反映するこ

とができるよう、数値の把握に長い期間を要

しないこと、３番目に、県の施策との関係が

深く、社会的な影響を大きく受けないこと、

この３つの考え方に基づき、15の戦略に対し

て、54の主な指標と23の補足的な指標、合わ

せて77の指標を設定しています。 

 戦略４の県内への新エネルギーの導入量な

ど、一部個別計画での指標設定に合わせて設

定予定の指標もございますが、これらの指標

に基づき、４カ年戦略に掲げた施策等の進行

管理を行うとともに、その進捗状況を公表し

ていく予定としております。 

 なお、戦略の策定に当たり、30日間パブリ

ックコメントを実施しましたが、８団体55個

人から223件の御意見をいただきました。こ

のことは、県民の皆様からの期待のあらわれ

だと思っており、幸せを実感できるくまもと

の実現に向け、全庁一丸となって取り組んで

まいりたいと考えております。 

 私からの説明は以上でございます。御審議

よろしくお願いいたします。 
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○池田和貴委員長 それでは、各課長から、

資料に従い主要事業の説明をお願いいたしま

す。 

 はじめに、成富政策調整監。 

 

○成富政策調整監 知事公室付でございま

す。主要事業及び新規事業の４ページをお願

いします。 

 知事によるトップマネジメントを補佐し、

県政の重要課題に必要な調査等を行う重要政

策調整事業として2,000万円を当初予算で予

算化しております。 

 

○田中広報課長 広報課でございます。主要

事業及び新規事業説明資料の５ページと６ペ

ージをお願いいたします。 

 まず、県の魅力や特色を県内外に発信する

ための広報事業でございます。県の重要な施

策等の情報を、新聞や広報誌、テレビ、ラジ

オ、インターネット等を活用して提供する事

業、首都圏及び全国に向けて熊本をＰＲする

ための事業を実施いたします。 

 このほか、マスコミに対して記者会見や報

道資料などによる情報提供を行う報道対応、

県政に関する意見や提言などを県民の皆さん

からいただき、県政に反映させていく広聴事

業、県庁の受付業務、県民行政相談室等の運

営を行う相談事業等でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○福島危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。資料の７ページをお願いしま

す。 

 まず、項目１の危機管理体制の強化でござ

います。 

 説明欄１の危機管理対策では、自然災害や

大規模な事故を初め、さまざまな危機事案に

おきまして、迅速かつ的確な初動対応を実施

してまいります。また、専門的な視点でアド

バイスを行う非常勤職員の任用により、体制

強化を図っているところでございます。 

 ２の国民保護対策ですが、有事の際は、県

の国民保護計画に沿って的確かつ迅速に実施

してまいります。 

 次に、項目２の防災体制の充実・強化と防

災行政の推進でございます。 

 まず、１の防災体制の強化等ですが、(1)

のとおり、休日、夜間を含め、24時間体制で

職員を配置し、防災情報の迅速な伝達と初動

体制の確保を図っております。また、新規の

(2)ですが、大規模災害の発生に備えまし

て、自衛隊、警察等の防災関係機関が一堂に

集まり、連携の上対応するため、新館10階に

ございます防災センターの間仕切り等を撤去

しましてスペースを拡張するなどの整備を進

めてまいります。(3)は、地域防災計画等の

作成のため、防災会議を開催するものでござ

います。今年度は、去る５月23日に開催して

おります。(4)は、地域の防災組織の核とな

る防災リーダーの養成を図るため、火の国ぼ

うさい塾を開催するものでございます。(5)

は、市町村が実施する防災訓練への支援とし

て、防災訓練アドバイザーを派遣するととも

に、新規事業として、沿岸の自治体との共催

により津波避難訓練を実施する予定にしてい

ます。今年度は、荒尾市と水俣市の２団体を

予定しています。 

 次に、２の自主防災組織率向上対策事業で

すが、自主防災組織は、住民による自助、共

助を素早く効果的に行える組織として、東日

本大震災でも改めて重要性が認識されたとこ

ろです。 

 本県の組織率が57.5％と全国平均を下回っ

ている状況にありますので、その設立支援に

伴う市町村への助成を、昨年度に引き続き実

施してまいります。 

 ８ページですが、３の地域防災計画の見直

しでございます。 

 後で報告事項の中でも御説明しますが、防

災会議におきまして、当面の対策を盛り込ん
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だ修正案を決定していただきました。今後

は、地震、津波の規模や被害想定を行い、来

年度の防災計画に反映させていくこととして

おります。 

 ４の各種訓練の実施ですが、(1)総合防災

訓練については、11月に八代市で緊急消防援

助隊九州ブロックの合同訓練が行われますの

で、県の総合防災訓練についてもあわせて実

施する予定にしております。 

 また、昨年度、天草で実施しました孤立化

対策実動訓練を引き続き実施することとし、

防災関係機関の連携強化に努めてまいりま

す。今年度は、９月上旬ごろに阿蘇で実施し

たいと考えております。 

 ５の防災情報通信事業では、防災情報ネッ

トワークシステム等により、市町村等に対

し、的確かつ迅速な情報を発信してまいりま

す。 

 最後に、新規の防災情報通信基盤整備事業

ですが、防災行政無線の老朽化等に伴う再整

備のため、今年度、実施設計を行うことにし

ております。 

 危機管理防災課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○古閑人事課長 人事課でございます。資料

の９ページをお願いいたします。 

 まず、１の組織体制の整備及び職員の定員

管理の推進についてでございますが、幸せを

実感できるくまもとの実現に向け、効率的、

効果的な組織体制の整備や適切な定員管理の

推進を図ることといたしております。 

 主な取り組みといたしましては、(1)の組

織体制の整備につきましては、部内局制によ

ります意思決定の迅速化や政策形成力の強化

を図るとともに、業務の集約化や組織体制の

スリム化に取り組むことといたしておりま

す。(2)の定員管理につきましては、財政再

建戦略に基づく定員管理計画について、県全

体の削減目標1,205人を達成したところでご

ざいます。今後も、引き続き定員管理に努

め、人員の重点配置など効果的な行政運営に

取り組んでまいります。 

 次に、２の人材育成、職員研修等の推進に

ついてでございますが、本県を取り巻く社会

情勢の変化に的確に対応していくために、主

体的に考え行動することができる職員の育成

に取り組んでまいります。 

 まず、若手・中堅職員への研修につきまし

ては、与えられる研修からみずから学ぶ研修

を基本に、仕事のスキルアップを図るための

選択型の研修などに取り組むことといたして

おります。また、(2)の管理監督者への研修

につきましては、業務マネジメントや人材育

成の視点を重視するとともに、法令遵守の研

修に取り組むことといたしております。最後

の(3)のチャレンジ・スピリッツ支援事業に

つきましては、新規事業としまして、挑戦意

欲のある職員の能力向上を図るため、大学院

での学位取得を目指す職員への支援や海外等

への派遣研修の実施に取り組むことといたし

ております。 

 人事課からは以上でございます。よろしく

お願いをいたします。 

 

○浜田財政課長 財政課でございます。資料

の10ページをお願いいたします。 

 ２点説明をさせていただきます。 

 まず、１番目の基金の適正管理でございま

す。 

 財政調整用の４基金及び災害基金につい

て、適正な管理に努めております。参考とし

て、当初予算編成後の、いわゆる期首の残高

の推移を記載いたしております。特に、財政

調整用の４基金につきましては、23年度から

積み増しを始めているというところでござい

ます。毎年度、財政運営に係る指標の一つと

して報告、公表させていただいております。 

 なお、予算額につきましては、当初予算に

おけます利子等の積み立てでございます。 
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 次に、下段の公債費の適正管理でございま

す。 

 通常債、県債残高を累増させないよう、公

債費の適正な管理に努めているところでござ

います。参考として、公債費の推移をお示し

しております。 

 なお、予算額でございます。公債費の予算

につきましては、当初予算のほうで全額を計

上いたしております。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○本田県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。資料11ページをお願いいたしま

す。 

 まず、１、新たな行政文書管理制度の推進

でございます。 

 本年４月１日から、熊本県行政文書等の管

理に関する条例に基づきまして、新たな行政

文書管理制度を施行しております。本年度

は、制度の円滑な運用を図りますとともに、

現に保有しております行政文書の整理、廃棄

並びに歴史公文書の移管、保存、利用の促進

に取り組んでまいります。 

 次に、２、公立大学法人熊本県立大学の支

援でございます。 

 熊本県立大学は、昨年度で法人化いたしま

して６年が経過しておりますが、その業務実

施のための支援といたしまして、運営費交付

金８億9,000万円余を交付することとしてお

ります。 

 また、(2)に掲げておりますのは、公立大

学法人の評価を行うための評価委員会の運営

でございます。本年度は、毎年度の業務実績

評価に加えまして、昨年度まで６年間、第１

期中期目標期間に係る業務実績の評価を行う

こととなっております。 

 次に、資料12ページをお願いいたします。 

 ３、新公益法人制度の推進でございます。 

 公益法人制度につきましては、公益法人制

度改革関連３法によりまして、平成20年12月

１日から新制度が施行されております。 

 この制度では、従来の民法法人は、施行後

５年以内の平成25年11月30日までに認定、認

可の手続を経まして新制度の法人に移行する

必要がございます。このため、法人に対する

個別相談、熊本県公益認定等審議会における

審議などを通じまして、円滑な移行に努めて

おります。 

 資料に掲げておりますのは、本年４月１日

現在の県所管の法人数の状況でございます。 

 次に、４、情報公開の推進についてでござ

います。 

 情報公開の推進につきましては、熊本県情

報公開条例に基づきまして、行政文書の開示

請求に適切に対応いたしますとともに、県庁

新館１階の情報プラザの運営等を通じまし

て、県政情報の積極的な提供を行うこととし

ております。 

 引き続き、13ページをお願いいたします。 

 さらに、(3)記載のとおりに、行政文書の

開示決定等に対する不服について審査を行う

熊本県情報公開審査会の適切な運営を行うな

ど、これらの活動を通じまして県政の情報公

開を進めてまいるところでございます。 

 最後に、５、個人情報保護の推進について

でございます。 

 個人情報保護の推進につきましては、熊本

県個人情報保護条例に基づきまして、自己情

報開示請求への対応などを通じまして、県が

保有する個人情報を適正に取り扱うよう努め

ているところでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○仁木私学振興課長 私学振興課でございま

す。14ページをお願いいたします。 

 私学の振興でございます。 

 説明欄１の私立高等学校等経常費助成費補

助でございますが、私立学校の教育条件の維
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持向上等を目的として、各私立学校に対し経

常的経費の助成を行うものでございます。 

 説明欄２、各学校種別の予算額を記載して

おりますが、その右側に、国が示しました生

徒等１人当たり単価を記載しております。こ

の単価と人数をもとに予算計上をいたしてい

るところでございます。 

 ２の私立高等学校授業料等減免補助は、経

済的理由により就学が困難な生徒に対して、

授業料等の減免を行う私立高校に対して助成

を行うものでございます。 

 ３の私立高等学校等就学支援金事業は、高

等学校等における教育に係る経済的負担の軽

減を図りますために、すべての私立高校生等

に対しまして、月額9,900円、年額11万8,800

円を限度として助成を行いますとともに、所

得に応じて増額助成を行うものでございま

す。 

 ４の私立幼稚園特別支援教育経費補助は、

障害児を受け入れて特別支援教育を行ってい

る幼稚園に対して補助を行うものでございま

す。 

 15ページをお願いいたします。 

 ５の私立幼稚園子育て支援事業は、幼稚園

が通常の教育時間を超えて行う預かり保育や

施設の開放などの子育て支援活動に要する経

費に対して助成するものでございます。 

 ６の私立学校施設耐震化促進事業は、新規

事業でございます。私立学校施設の耐震化を

促進するため、現行の国庫補助制度に加え、

学校法人が行う施設の耐震診断、耐震補強、

改築に係る県単独の新たな補助制度を創設

し、助成を行うものでございます。 

 制度の概要でございますが、説明欄に補助

率の表を記載しておりますとおり、耐震診断

は県が３分の１、耐震補強と改築は県６分の

１の補助を基本に考えており、より危険性が

高いIS値0.3未満の補強につきましては、県

の補助率を４分の１に引き上げ、診断と補強

を中心に耐震化を加速させたいと考えており

ます。 

 制度創設後は、学校法人を個別に訪問する

など、積極的に働きかけを行ってまいりま

す。 

 16ページをお願いいたします。 

 ７の熊本時習館構想の推進でございます

が、これは平成22年３月に策定した熊本私学

夢プランにおいて提唱した熊本時習館構想を

推進するものでございます。さまざまな事

業、支援策を通じて、私立高校生等の夢の発

見、挑戦、実現を応援してまいります。 

 まず、(1)の熊本時習館私学夢教育事業

は、教員の資質向上のための研修会の実施や

各界の第一人者による特別授業などを実施す

ることといたしております。 

 (2)の熊本時習館海外大学進学支援事業

は、海外大学への進学を目指す生徒を支援す

るため、留学説明会やセミナーなどの開催、

海外大学入学対策講座などを実施いたしま

す。加えて、今年度からは、州立モンタナ大

学の協力による奨学金制度を、さらに、海外

の高校や難関大学への留学を目指す高校生を

対象とした給付制度を創設し、海外へ挑戦す

る若者を総合的に応援してまいります。 

 17ページをお願いいたします。 

 (3)の熊本時習館私学支援事業は、生徒の

状況やニーズに応じた支援を行うため、退職

教員等を活用して、生徒に対する授業補助や

別室学習などの学習支援を実施する私立中学

高校への助成や、大学進学向け講習会等を他

校と連携して実施する私立学校へ助成を行い

ます。また、教職員のさらなる指導力向上及

びすぐれた若手職員の育成を行うため、退職

教職員等を活用して教職員研修を行う私立中

学高校への助成などを行うものでございま

す。 

 (4)の熊本時習館特別支援相談員派遣事業

は、発達障害のある生徒の教育を支援するた

め、学校の求めに応じて特別支援相談員を派

遣し、教職員への研修や学校への助言などを
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行うものでございます。 

 (5)の夢応援進学資金給付事業は、大学に

進学する生活保護世帯の子供に対し、健康福

祉部で実施しております生活資金の貸し付け

に加え、入学時に給付型の応援資金10万円を

給付するものでございます。 

 私学振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○兼行総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。18ページをお願いいたしま

す。 

 当センターの主要事業につきましては、２

項目を挙げております。 

 まず初めに、１の庶務事務の集中処理でご

ざいますが、庶務事務の効率化と省力化を図

るために、給与、旅費、賃金・報酬事務等を

集中処理いたしますとともに、それを支えて

おります庶務事務システムと賃金・報酬シス

テムが滞りなく稼働するような運用を行って

おります。 

 現在集中処理を行っております主な事務

は、扶養手当、通勤手当等の認定、年末調

整、旅費の額の確認及び支出命令、出張自家

用車登録、賃金・報酬の支払い、社会保険と

雇用保険の手続等でございます。 

 また、集中処理の対象機関は、知事部局、

企業局、病院局、各種委員会事務局、議会事

務局でございます。 

 次に、職員の健康管理に関する事業でござ

います。 

 当センターでは、職員の心身の健康状態の

把握や病気の予防、早期発見等のため、各種

の健康診断を初め、その結果に基づきまして

事後指導等を実施いたしております。 

 また、長時間勤務による健康障害防止にも

取り組んでおりまして、産業医による所属長

への助言、指導及び職員への保健指導も実施

いたしております。また、職員の心の健康づ

くり対策の一環といたしまして、精神科医や

臨床心理士等の専門家によるストレス相談や

メンタルヘルスに関する職員研修も実施いた

しております。 

 さらに、労働安全衛生法に基づき職員の安

全と健康を確保いたしますとともに、快適な

職場環境の形成を促進することを行っており

ます。 

 総務事務センターは以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。説明

資料の19ページをお願いします。 

 管財課の主要事業は、庁舎等管理と財産の

管理処分でございます。 

 まず、１の庁舎等管理でございます。 

 (1)は、県庁舎等を適正に管理するための

警備委託及び光熱水費等の経費でございま

す。電気、ガス等のエネルギー消費につきま

しては、省エネ法等の規定に基づきまして、

これらの消費量の削減に努めてまいります。 

 特に節電につきましては、全国的な電力不

足が懸念され、国及び九州電力から、ことし

の夏の電力使用量について、猛暑であった一

昨年の使用最大電力の10％程度以上の節電の

要請があっております。県庁舎を管理します

管財課としましても、これまでも節電に努め

てきたところですが、ことしの夏場７月から

８月、９月につきましても、要請に応えられ

るよう、新たな節電対策も取り入れまして節

電に努めてまいります。 

 次に、(2)の庁舎等維持補修業務は、県庁

舎の清掃、設備保全、保守点検等の経費でご

ざいます。 

 次に、２の財産の管理処分でございます。 

 これまで未利用財産の売却等を進めてきた

ところでございますが、今後も引き続き売却

方法を工夫するなどして取り組むこととして

おります。 

 さらに、今年度は、県有財産を経営的な視

点でとらえて、膨大な量の県有資産をいかに
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効率的に維持管理し、あるいは有効に利活用

していくかについて、基本的な方針を策定す

ることとしております。これは、建築物や設

備等が老朽化し、その更新や改修費が今後増

加することが見込まれることを踏まえ、最適

な財産管理による財政負担の軽減等、有効活

用を図ることを目指すものでございます。 

 管財課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○渡辺税務課長 税務課でございます。20ペ

ージをお願いいたします。 

 まず、項目欄１の県税収入の確保でござい

ますが、平成24年度の県税収入につきまして

は、平成23年度最終予算と比較しまして約６

億円増の1,340億円を計上しております。 

 税目別の主な増減は記載のとおりでござい

ますが、特に滞納繰越額の４分の３を占める

個人県民税につきまして、市町村と連携して

滞納整理の推進を図るとともに、自動車税に

係るコンビニ納付の推進など納税しやすい環

境づくりに取り組み、税収の確保に努めてま

いります。 

 次に、２のふるさとくまもと応援寄附金の

取り組み展開についてでございます。 

 いわゆるふるさと納税につきましては、熊

本にゆかりのある方々からより多くの応援が

いただけるよう、県政に係る情報発信や制度

のＰＲに努めるとともに、東京や大阪など県

外事務所とも連携しながら、県人会や同級会

等を通じた働きかけを行っていくこととして

おります。 

 以上でございます。 

 

○能登市町村行政課長 市町村行政課でござ

います。21ページをお願いいたします。 

 市町村行政課では、熊本市の政令指定都市

移行後の市町村の支援に取り組むこととして

ございます。 

 市町村は、社会環境の変化や地方分権改革

の流れの中で、より効率的な行政運営を図る

必要がございます。市町村行政課といたしま

しては、市町村の実情に応じました行政体制

整備の取り組みを支援してまいりますととも

に、熊本市の政令指定都市移行による効果を

生かす契機としていただくための取り組みを

実施いたします。 

 まず、(1)の広域連携支援事業といたしま

して、広域連携に向けての市町村の取り組み

を促していくために、地域の実情に応じた事

務の共同処理や機関の共同設置等に関するセ

ミナー等を開催してまいります。 

 次に、(2)の市町村の行政体制強化に向け

た人事交流の推進でございます。市町村の行

政運営能力強化に資するため、より効果的な

人事交流のあり方を検討いたしますととも

に、各市町村の重点課題に対応した人事交流

を推進してまいります。 

 また、(3)でございます。市町村の事務処

理能力の強化に資するため、市町村が抱えま

すさまざまな課題についての質問や照会等に

対しまして、適宜適切な助言や意見交換等を

行ってまいります。 

 さらに、(4)といたしまして、熊本市以外

の市町村が、政令指定都市移行の効果を生か

す契機としていただくためのシンポジウムを

開催することといたしております。 

 市町村行政課は以上でございます。よろし

くお願い申し上げます。 

 

○山口市町村財政課長 市町村財政課でござ

います。資料の22ページをお願いします。 

 市町村等への財政運営上の助言等でござい

ます。 

 まず、説明欄１の県内市町村の財政健全化

の推進についてですが、市町村の財政の健全

性を確保するため、地方自治体財政健全化法

の施行等を踏まえまして、早期財政健全化等

の取り組みを支援するものでございます。 

 ２の地方債協議や地方交付税の検査等を通
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じた助言等についてですが、地方債の協議や

地方交付税の算定など、さまざまな機会を通

しまして市町村の財政状況を把握し、それぞ

れが抱える課題等に応じた的確な助言等を行

ってまいります。 

 ３の市町村税の徴収向上支援についてです

が、市町村税の税収確保を図るため、住民税

の特別徴収の完全実施など、市町村と連携し

た全県的な取り組みを推進してまいります。 

 ４の市町村の行政体制強化の推進について

ですが、市町村を取り巻く行財政環境が大き

く変化する中で、市町村が質の高い行政サー

ビスを持続的に提供するため、長期ビジョン

の作成や広域連携方策の検討など、市町村の

行政体制強化に向けた取り組みを支援するも

のでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○原消防保安課長 消防保安課でございま

す。23ページをお願いいたします。 

 まず、消防広域化の推進でございます。 

 平成20年に策定しました熊本県消防広域化

推進計画において４ブロック体制とし、現在

は城北、中央、城南の３ブロックで広域化協

議会を設置しております。 

 下段の推進事業の中では、新規事業としま

して、③広域消防体制強化支援事業により、

広域化に伴い必要となりますシステム統合経

費等に対しまして、県単独の交付金制度を設

け、広域化に向けた市町村の取り組みを支援

いたします。 

 24ページをお願いいたします。 

 防災消防ヘリコプターの運航につきまして

は、右欄の県予算額で運航経費や維持管理を

賄っております。なお、隊員につきまして

は、県内消防本部から派遣されました８名で

編成しており、昨年は404件の緊急運航実績

がございました。 

 次に、防災消防ヘリコプターテレビ伝送シ

ステム整備事業でございます。 

 これは、ヘリにカメラシステムを設置し、

上空から災害現場等のライブ映像を県庁災害

対策本部に無線で送り、迅速な災害対応を可

能とする事業でございます。 

 消防保安課は以上でございます。 

 

○坂本企画課長 企画課でございます。資料

25ページをお願いいたします。 

 １の広域開発行政促進事業は、全国知事

会、九州地方知事会等を通じて国に積極的に

施策提言等を行う事業でございます。 

 ２の新４カ年戦略推進事業は、今年度新規

の事業でございます。新４カ年戦略の周知広

報用のパンフレット作成のほか、幸せ実感く

まもと４カ年戦略委員会（仮称）、を設置、

開催し、戦略の進捗状況等に対する意見を求

めることとしております。この事業を通し

て、幸せ実感くまもと４カ年戦略計画の着実

な推進を図ってまいります。 

 ３の政策推進事業では、企画部門の政策企

画調整機能の充実を図るため、県勢発展に向

けた調査研究を行うとともに、くまもと未来

会議を開催し、幅広い視点からの意見を求

め、将来の県勢発展の方向性を探ることとし

ております。 

 ４の地域づくりチャレンジ推進事業は、市

町村や住民による移住、定住や雇用、交流拡

大等の自主的な地域づくりに対する総合的な

支援及び今年度から新たに複数市町村等が市

町村域を越えて連携して取り組む事業に対す

る総合的な支援を行うものでございます。 

 ５の幸福量(幸せ実感)指標化挑戦事業は、

今年度新規の事業です。新４カ年戦略に基づ

く政策推進と県民幸福量の増大との関係を把

握し、各施策の進捗状況をわかりやすく評価

するため、県民幸福量を図る指標を策定する

こととしております。 

 ６のフードバレー構想推進事業も、今年度

新規の事業です。食の関連企業研究施設の創
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出誘致による企業集積を、県南地域に一体的

に展開するフードバレー構想を策定し推進す

ることとしており、フードビジネスの育成、

成長による地域活性化を図ってまいります。 

 企画課は以上です。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○津森地域振興課長 地域振興課でございま

す。資料の26ページをお願いいたします。 

 まず、１つ目のふるさとづくり推進事業貸

付金は、ふるさと融資制度の活用により、阿

蘇くまもと空港のターミナルビルの増改築に

対する支援を行うものでございます。今年度

は貸し付け３年目に当たり、最終年度となり

ます。 

 ２つ目の特定地域振興対策費は、過疎や離

島など特定地域の産業基盤や生活環境の改善

を図るため、過疎計画等の進捗管理や国から

の情報収集等を行うものでございます。 

 なお、改正離島振興法が、水曜日、20日に

成立いたしまして、10年間延長され、平成25

年３月31日から平成35年３月31日まで期限が

延長されております。また、過疎地域振興法

につきましても、５年間延長され、平成33年

３月31日までというふうな形で改正がされて

おります。 

 ３つ目の土地利用対策費につきましては、

国土利用計画法に基づき、土地取引の届け出

に対する審査や地価調査等を実施するもので

ございます。 

 ４番目のロアッソ熊本支援県民運動推進事

業は、「ロアッソ熊本をＪ１へ」県民運動推

進本部へ参画し、ロアッソ熊本を核とした地

域づくりを進めていくとともに、ロアッソ熊

本の運営会社である株式会社アスリートクラ

ブによる県民との交流を通じたサッカー普及

の取り組みを支援し、ロアッソ熊本支援の県

民運動をさらに推進していくものでございま

す。 

 ５つ目の阿蘇草原維持再生事業は、阿蘇の

草原を守り、景観を引き継いでいくため、野

焼きボランティアの安全対策強化の取り組み

を緊急的に支援するとともに、地元市町村を

初めとした関係団体等と連携しながら、草原

の維持、再生に向けた取り組みのあり方を検

討し、官民一体となった推進を図っていくも

のでございます。 

 ６つ目の水俣・芦北地域産業振興と雇用創

出事業でございます。次の27ページでござい

ます。 

 第５次水俣・芦北地域振興計画に掲げる産

業振興と雇用創出を図るため、県、市、町、

経済団体等が連携し、人材育成や地域求職者

の就業促進等の雇用対策を実施するととも

に、起業や業務拡大の支援、雇用創造に資す

る取り組みを一体的に実施するものでござい

ます。 

 ７つ目の「環境首都」水俣・芦北地域創造

事業は、水俣・芦北地域における環境負荷を

少なくしつつ、経済発展する新しい形の地域

づくりに取り組んでいくものでございます。

具体的には、水俣産業団地のゼロカーボン

化、エコツーリズムの推進、きずなの修復に

資する地域交流の場の整備への支援等でござ

います。 

 ８つ目の万日山公園整備事業は、万日山か

ら花岡山へ連なる緑を保全し、森の都熊本を

印象づける景観づくりを行うため、万日山山

頂部の土地を取得し、公園に必要な整備を進

めていくものでございます。 

 地域振興課は以上でございます。 

 

○草野文化企画課長 文化企画課でございま

す。説明資料の28ページをお願いいたしま

す。 

 まず、１の文化振興関係事業でございま

す。 

 説明欄１の文化行政推進は、文化振興審議

会の運営や熊本県文化協会への補助など、文

化関係団体の活動支援を行うものでございま
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す。２の熊本県芸術文化祭推進事業は、熊本

県文化協会等との協働によりまして、９月か

ら12月に県下一円で展開されます第54回熊本

県芸術文化祭を開催するものでございます。 

 次に、２の博物学関係でございます。 

 説明欄１の博物学関係資料活用・学習支援

は、県民の皆様方から寄贈されました約64万

点を超える収集資料の保存、整理、それらの

資料を活用した企画展や自然観察会等を行う

ものでございます。２の松橋収蔵庫保存環境

改善調査事業は、新規事業でございます。旧

運転免許試験場の建物を利用しております松

橋収蔵庫における資料の収蔵環境改善に向け

た必要な調査を行うものでございます。 

 次に、３の県立劇場関係でございます。 

 説明欄１の県立劇場管理運営事業は、指定

管理者であります公益財団法人熊本県立劇場

に委託しまして、熊本県立劇場の管理運営と

文化事業を行うものでございます。２の県立

劇場施設整備費は、老朽化しております空調

機器の交換とコンサートホール等の照明器具

の明るさを調節する設備設計を行うものでご

ざいます。 

 29ページをお願いいたします。 

 ４の世界文化遺産登録推進事業でございま

す。 

 阿蘇、九州・山口の近代化産業遺産群、天

草のキリスト教関連遺産につきまして、関係

市町村と連携をしながら世界文化遺産登録に

向けた取り組みを行うものでございます。 

 ５の加藤・細川ヘリテージプロジェクト事

業は、新規事業として取り組むものでござい

ます。 

 加藤、細川を初めとしました本県のすぐれ

た文化や歴史を再認識し、磨き上げ、次世代

へ継承するとともに、県内外へ魅力を発信す

る取り組みでございます。 

 以上でございます。 

 

○福山川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。30ページをお願い

します。 

 １の川辺川ダム総合対策事業でございま

す。 

 (1)の川辺川ダム事業に関する総合調整で

すが、ダムによらない治水の検討など、川辺

川ダム事業をめぐる諸課題の解決に向けて総

合的な調整を行います。(2)の五木村の振興

のうち、①のふるさと五木村づくり計画の推

進につきましては、平成21年９月に村と共同

で策定した計画に基づいて、五木村振興基金

を活用しながら、村民が主役の村づくりを着

実に推進してまいります。②の生活再建基盤

整備の推進につきましては、昨年６月の国、

県、村の３者合意に基づき、村が実施する村

道改良や公園整備等の基盤整備事業が円滑に

進むよう支援を行ってまいります。 

 ２の五木村振興関係事業でございますが、

(1)の五木村振興基金積立金２億238万5,000

円は、元金２億円と預金利子を基金に積み立

てるものでございます。基金は、毎年度２億

円ずつ、平成25年度まで総額10億円を積み立

てることとしております。なお、積み立てた

基金を取り崩しながら振興に係るソフト事業

に活用しており、平成24年度末の基金残高は

４億196万9,000円となる見込みでございま

す。 

 31ページをお願いします。 

 (2)の五木村振興基金を活用した県事業の

実施でございますが、関係各課や振興局と連

携し、観光ＰＲや特産品の販路開拓等を実施

することとしております。(3)の五木村振興

交付金交付事業のうち、①ソフト事業は、ふ

るさと五木村づくり計画に掲げる村の事業の

経費に充てるため、村への交付金でございま

す。②の基盤整備事業は、今年度からの新規

事業で、３者合意に基づき村が実施する基盤

整備事業の経費に充てるための交付金でござ

います。 

 以上、よろしくお願いします。 
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○中川交通政策課長 交通政策課でございま

す。資料の32ページをお願いいたします。 

 １の地域交通企画調整事業につきまして

は、地域の移動手段を確保し、県民の日常生

活を支えるため、路線バスや鉄道を初め、乗

り合いタクシーや離島航路等の県内の公共交

通ネットワークについて、地域の実情、特性

に応じた取り組みを支援するものでございま

す。 

 ２の肥薩おれんじ鉄道関連事業につきまし

ては、肥薩おれんじ鉄道の安定的かつ安全な

運行が維持できるよう、鉄道基盤の設備維持

に係る費用に対して、沿線市町や鹿児島県と

連携して支援し、また、沿線内外からの誘客

を図るため、肥薩おれんじ鉄道沿線活性化協

議会を中心に利用促進に取り組むとともに、

「環境首都」水俣・芦北地域創造事業の一環

として観光列車を整備するものでございま

す。 

 ３の阿蘇くまもと空港拠点性向上対策事業

につきましては、阿蘇くまもと空港の拠点性

向上を図るため、国内航空路線の充実やソウ

ル線の週５便化、中国線や台湾線といった新

たな路線の開設等に取り組むとともに、広域

防災拠点として空港が果たす役割や機能につ

いて調査等を行うものでございます。 

 ４の地域航空推進事業につきましては、天

草エアラインの安定的かつ安全な運航が維持

できるよう、重整備や機材整備費に対して地

元市町と連携して支援するとともに、天草空

港利用促進協議会を中心に、利用促進対策に

積極的に取り組むものでございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○古谷情報企画課長 情報企画課でございま

す。33ページをお願いいたします。 

 １の電子計算管理運営事業は、電子計算機

の効率的な運用管理により、35業務のホスト

コンピューターシステムの運用を行うもので

ございます。 

 ２の熊本県総合行政ネットワーク管理運営

事業は、県庁本庁舎と各地域振興局等を高速

通信回線で接続しました熊本県総合行政ネッ

トワークの監視、保守、運用管理等を行うも

のでございます。 

 次の３と４の事業につきましては、県と市

町村が電子自治体共同運営協議会を設置しま

して、共同で運用しているものでございま

す。 

 ３の電子自治体推進事業は、くまもと電子

申請受付システム、いわゆるよろず申請本舗

ですけれども、この管理、運営を行うもので

ございます。 

 ４の汎用型ＧＩＳ構築事業は、各種行政情

報等を電子地図上に掲載いたします汎用型Ｇ

ＩＳ、いわゆる地理情報システムでございま

すけれども、この管理、運営を行うものでご

ざいます。 

 ５のＩＣＴによるアジアに向けた情報発信

支援事業は、本県の魅力をアジアに向けてア

ピールするため、ホームページ制作等の取り

組みを支援するものでございます。 

 ６のスマートひかりタウン熊本推進事業

は、これは新規事業でございますけれども、

企業や市町村等と連携をしまして、ＩＣＴ、

いわゆる情報通信技術の利活用を推進するこ

とによりまして、交通等情報のより効果的な

発信や中山間地域の振興、高齢者等の健康づ

くりなど、地域活性化や地域における課題の

解決を図るため、モデル事業などを実施する

ものでございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○池田統計調査課長 統計調査課でございま

す。34ページをお願いいたします。 

 １の委託統計調査の実施でございます。 

 統計調査課は、国が行う統計調査を実施す

るための地方統計機構として位置づけられて

おります。本年度は、15件の統計調査を国か
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ら受託して実施いたします。これらに要する

経費は国の負担でございます。 

 15件の内訳は、例年実施しております経常

調査10件と、(1)に上げております大規模周

期調査１件及び試験調査等の４件でございま

す。 

 ２の県単独事業の実施でございます。 

 (1)加工統計の作成では、既存の資料を加

工、推計いたしまして、県経済の実態を把握

するための県民経済計算、市町村民所得推

計、毎月の市町村人口・世帯数を明らかにす

る推計人口調査等の統計の作成を行います。

また、(2)の統計の普及・啓発では、印刷物

の発行やホームページでの迅速な統計資料提

供に努めてまいります。 

 統計調査課は以上です。よろしくお願いい

たします。 

 

○福島会計課長 会計課でございます。資料

の35ページをお願いいたします。 

 総合財務会計システム管理事業でございま

す。 

 総合財務会計システムは、電子自治体の構

築への対応や財務会計事務の効率化及び県民

サービスの向上を図るため、平成21年度に運

用を開始し、現在安定的な運用、維持管理に

努めているところでございます。 

 このシステムは、県の行政経営を支える基

幹システムでございまして、他の庁内システ

ムと連携を図りながら、予算の編成、県費の

支払い、収納等の会計事務に係る各種処理、

決算の調整や統計、使用物品の調達及び管理

事務を一元的に管理しております。 

 会計課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○前野管理調達課長 管理調達課でございま

す。資料の36ページをお願いいたします。 

 １の用品の集中調達でございますが、これ

は、県で使用する用品調達に関する事務の効

率化を図るため、集中調達を実施するもので

す。平成23年度の実績は、合計で13億4,400

万円余、件数は2,000件余となっておりま

す。 

 次に、２の電子入札の推進でございます。 

 物品調達及び業務委託等につきまして、イ

ンターネットを利用した電子入札の推進及び

システムの維持管理を行うものです。この電

子入札システムは、平成18年から一部を運用

開始しまして、平成20年から本格運用をして

いるところでございます。 

 管理調達課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○吉富総務課長 人事委員会事務局でござい

ます。 

 総務課と公務員課の事業につきまして、あ

わせて御説明させていただきます。37ページ

をお願いいたします。 

 総務課の事業としまして、１の採用試験事

務がございます。 

 平成24年度は、県職員、警察官、身体障害

者の採用試験を、下の表のとおり、試験の種

類に応じましてそれぞれの日程で実施するこ

とにしております。 

 次に、38ページをお願いいたします。 

 公務員課の事業でございます。 

 ２の公平審査事務は、職員からの給与な

ど、勤務条件に関する措置要求についての判

定や不利益処分に関する不服申し立てについ

ての採決などを行うものでございます。 

 ３の給与等調査研究事務は、職員の給与な

どが適当であるかどうかについて、民間の給

与実態などを調査研究し、議会及び知事に報

告し、必要がある場合には勧告を行うもので

ございます。 

 以上でございます。 

 

○富永監査監 監査委員事務局でございま

す。資料は39ページをお願いいたします。 
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 監査委員事務局では、４人の監査員のもと

で監査及び審査を行ってまいります。 

 説明欄１は、定期監査等の実施でございま

すが、地方自治法に基づきまして、県の財務

に関する事務の執行、経営に係る事業の管

理、行政事務の執行等につきまして県の各機

関を監査するとともに、県が補助金等の財政

的援助を行っている団体等に対しましても監

査を実施いたします。 

 説明欄２は、決算審査等でございますが、

一般会計を初め各会計の決算について審査を

行いまして、知事へ報告を行います。それか

ら、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律に基づきまして、財政の健全化判断比率の

審査を行うこととしております。 

 以上でございます。 

 

○黒田次長 議会事務局でございます。資料

の40ページをお願いします。 

 議会運営費でございます。 

 予算額は13億7,680万円余でございます。

これは、定例会、委員会等の出席費用の支払

い、政務調査費の交付等を行いまして、議員

活動と議会運営を円滑に行っていくためのも

のでございます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 以上で平成24年度主要事

業等の説明が終わりました。 

 ここで５分間休憩をしたいと思います。15

分過ぎから始めます。 

  午前11時12分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時17分開議 

○池田和貴委員長 それでは、休憩前に引き

続きまして審議を再開いたします。 

 財政課長から、平成24年度の６月補正予算

の事業概要等について説明をお願いいたしま

す。 

 

○浜田財政課長 Ａ４横の総務常任委員会説

明資料をお願いいたします。１ページをお願

いいたします。 

 ６月補正予算の概要について、なるべく簡

潔に御説明させていただきます。 

 まず、１ページの一番上のⅠ番の基本的な

考え方でございます。 

 冒頭に総務部長から御説明申し上げたとお

り、今回の６月補正予算は肉づけ予算として

編成をいたします。４年間で総額200億円の

一般財源による幸せ実感推進枠、これを創設

して、新４カ年戦略の速やかな具体化に取り

組んでいるという状況でございます。 

 下段のⅡ番目でございます。補正予算の概

要でございます。 

 今回の補正予算規模は808億円ということ

でございまして、これを当初予算と合わせま

すと7,137億円という数字になります。前年

度比マイナスの1.1％でございますが、ここ

に書いてございますとおり、熊本市の政令市

移行による事業移管あるいは経済対策基金の

減少等によるものでございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 (2)の重点化について御説明を申し上げま

す。 

 ６月補正予算の編成に当たりまして、一般

財源30億円を新規分として設定をさせていた

だきました。結果として、一般財源で22億、

総額で48億円の事業を計上いたしておりま

す。これを当初予算で計上済みの継続分と合

わせますと、本年度は一般財源で44億、総額

で93億円を充当したことになります。 

 次に、(3)の財政健全化に向けた取り組み

を御説明いたします。 

 まず、①の通常債残高でございます。9,76

6億円というふうになりまして、平成９年以

来の１兆円を切る水準となってございます。

②でございます。財政調整用４基金残高でご

ざいます。82億円でございます。昨年度の61

億円に加えまして、21億円の積み増しという
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ことになってございます。 

 最下段の(4)でございます。熊本市の政令

市移行に伴う財政影響額について御説明を申

し上げます。 

 ①に書いてございますのは、平成24年度単

年度分の影響でございます。最後尾に書いて

ございますが、収支でマイナスの4.4億円で

ございます。②でございますが、ここには、

平成24年度から43年度まで、20年間の収支見

込みを書いてございます。20カ年の平均収支

については、一番最後尾になりますが、プラ

スの7.8億円ということで影響額を試算いた

しております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 ３ページには、一般会計のほか、特別会計

及び企業会計ごとの補正予算の内訳を記載し

てございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ４ページと５ページは、一般会計の歳入で

ございます。 

 まず、４ページでございますけれども、７

番目、下から２段目でございますが、分担金

及び負担金でございます。これは普通建設事

業費の実施に係る分・負担金として31億円余

を計上いたしております。 

 ５ページでございます。一番上９番、国庫

支出金でございます。 

 これについては、補助投資に係る国庫補助

金等々を中心として206億円余を計上いたし

ております。 

 12番目の繰入金でございますけれども、財

政調整４基金からの繰入金を中心として290

億円余を、それから、下から２段目の県債で

ございますけれども、これは投資的経費の財

源として276億円余を計上いたしておりま

す。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ６ページと７ページが歳出でございます。 

 まず、６ページ、１番目の一般行政経費で

ございますが、140億円余を計上いたしてお

ります。このうち、(1)人件費、(2)の扶助費

でございますが、これにつきましては、３月

の３党合意による児童手当制度の確定を受け

まして、今後の所要額を計上いたしておりま

す。また、(3)の物件費、(4)のその他につき

ましては、新４カ年戦略の具体化などに向け

ました新規政策的経費あるいは経済対策基金

の活用事業等々を計上いたしております。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ７ページの２、投資的経費を御説明いたし

ます。 

 投資的経費、全体的には667億円余を計上

いたしております。そのうち、普通建設事業

費の補助分について御説明をいたします。３

段目でございますけれども、地域道路改築費

を初め334億円余を計上いたしておりまし

て、補正後680億円余となり、前年度比1.4％

のプラスというふうになっております。 

 その次の段の単独でございますけれども、

これにつきましては、経済対策基金の活用事

業あるいは単県道路改築費など212億円余を

計上いたしております。補正後予算を前年度

と比べますと、マイナスの17.5％というふう

になっておりますが、これは国の経済対策基

金活用事業の減少あるいは政令市への事業移

管等々によるものでございます。これらの影

響分を除きますと、昨年度比9.4％の増とい

うことになります。 

 それから、その次の新幹線負担金について

は、今年度が最終年度ということで11億円余

を計上いたしております。 

 また、(3)の国直轄事業負担金につきまし

ても、今回全額を計上いたしております。11

0億円でございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 ８ページと９ページにかけてでございます

が、これは今回の補正に伴い必要となる県債

の追加及び変更でございます。 

 以上が６月補正予算の概要でございます。

よろしくお願い申し上げます。 
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○池田和貴委員長 次に、関係課長から順次

説明をお願いいたします。 

 

○田中広報課長 広報課でございます。説明

資料の11ページをお願いいたします。 

 11ページの上の表でございます。 

 広報費につきましては、8,570万円余の増

額をお願いしております。これは、骨格予算

として計上しておりました首都圏広報強化事

業について、今後広報展開に必要と見込まれ

る8,500万円を増額したこと、また、今後の

県政に生かすため、知事が県内各地域に出向

き、県民の方々と意見交換を行う県民対話事

業に係る70万円余を新たに計上したことによ

るものでございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○福島危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。11ページの下段をお願いしま

す。 

 防災総務費としまして270万4,000円をお願

いしております。説明欄をごらんください。 

 (1)の防災関係団体補助は、熊本県水難救

済会及び熊本県防衛協会に対する助成でござ

います。 

 (2)防災情報メールサービス普及促進事業

ですが、現在、災害や避難勧告等の情報発信

の手段として、県の防災情報メールサービス

と携帯電話各社の緊急速報メールがございま

す。 

 両者の違いを申し上げますと、県のメール

サービスは、あらかじめ市町村を選んでもら

い、利用者の方がどこにいても、その市町村

の情報を発信します。一方、携帯電話会社の

メールサービスは、観光客を含め、一定のエ

リア内にいる方々に強制的に発信をいたしま

す。 

 いずれも重要な情報伝達手段ですが、現

在、両方を用いて情報発信するためには、そ

れぞれ、さらには携帯電話会社ごとに一つ一

つ入力する必要があります。そこで、１回の

入力で一斉に送信することにより、これまで

以上に迅速な送信が可能になるよう、システ

ム改修を図るものでございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○古閑人事課長 人事課でございます。資料

の13ページをお願いいたします。 

 上段の人事管理費でございます。 

 説明欄にありますように、チャレンジ・ス

ピリッツ支援事業につきまして、新規事業と

しまして1,320万円を計上いたしておりま

す。 

 内容としましては、挑戦意欲のある職員の

能力向上を図るため、大学院での学位取得を

目指す職員に対しまして、１人30万円または

授業料の２分の１のいずれかを限度に支援を

行うための経費、また、海外等への派遣研修

の実施に要する経費として、それぞれ12名程

度分を計上いたしております。 

 人事課からは以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いをいたします。 

 

○本田県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。13ページの下の表をお願いいた

します。 

 文書費につきましては、行政文書の適切な

管理、文書倉庫の保存環境の整備に要する経

費としまして、627万円余の増額をお願い申

し上げております。 

 ２段目の諸費291万円余につきましては、

東京周辺の県出身大学生の寮を運営しており

ます有斐学舎への運営経費の一部を補助する

ものでございます。 

 以上、よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。 
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○仁木私学振興課長 私学振興課でございま

す。14ページをお願いいたします。 

 私学振興費で補正額５億3,400万円余を計

上いたしております。これは私学振興のため

の各種助成費等でございます。主なものから

御説明いたします。右の説明欄をごらんくだ

さい。 

 私学振興助成費のうち、(1)から(7)までに

つきましては、当初予算から肉づけ送りにな

った既存の事業でございます。 

 内容は、(1)から(6)までが団体に対する補

助でございまして、(1)の熊本県私学振興会

補助及び(2)の熊本県私立幼稚園連合会退職

資金補助は、教職員等の退職金資金事業に対

する助成でございます。(3)の熊本県私立中

学高等学校協会研修費補助、(4)の熊本県私

立幼稚園連合会研修費補助、(5)の熊本県専

修学校各種学校連合会補助、(6)の私立中学

高等学校協会等人権同和教育研修費補助は、

各団体が行う教職員研修事業や人権同和教育

研修事業に対する助成でございます。(7)の

熊本時習館私学夢教育事業は、私立高校生に

よる東京大学への視察研修や他の模範となる

高校生の表彰などを実施するものでございま

す。(8)の熊本時習館海外大学進学支援事業

は、新規事業として、海外の高校や難関大学

への留学を目指す高校生を対象とした給付制

度を創設するものでございます。(9)の私立

学校施設耐震化促進事業につきましては、主

要事業及び新規事業のところで詳しく御説明

をいたしましたので、省略させていただきま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○兼行総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。説明資料の15ページの上段

をお願いいたします。 

 人事管理費で２億4,131万円余の増額補正

をお願いしております。これは、知事部局等

の職員へ支給する児童手当等につきまして、

一部改正されました児童手当法に対応して所

要額の増額を行うものでございます。 

 児童手当につきましては、６月、10月、２

月の年３回の支給時期に、それぞれ４カ月分

の手当を支給することとされております。 

 当初予算においては、本年度の手当制度は

未確定であったため、人事管理費５億377万

円余の中で、６月の支給に係る手当所要額１

億2,487万円余を計上しておりましたが、手

当制度の確定に伴いまして、今回、残りの10

月、２月分の支給に係る所要額を設置するも

のでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○渡辺税務課長 税務課でございます。同じ

く、15ページの中段をお願いいたします。 

 税務総務費に27万円余を計上しておりま

す。これは、熊本県納税貯蓄組合連合会に対

し、小中学生を対象とした税に関するポスタ

ーや作文の募集など、租税教育の推進に係る

経費の一部を補助するものでございます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○能登市町村行政課長 市町村行政課でござ

います。15ページの下段でございます。 

 目名の自治振興費で493万円余の増額でご

ざいます。説明欄をお願いいたします。 

 まず、(1)の政令指定都市移行後のくまも

とを考えるシンポジウム開催事業でございま

す。382万円余を計上しております。主要事

業でも御説明いたしましたとおり、県内市町

村への政令指定都市誕生の波及効果を最大化

するためのシンポジウム開催に要する経費で

ございます。 

 次に、(2)の広域連携支援事業でございま

す。110万円余を計上しておりますが、こち

らも先ほど御説明いたしましたとおり、事務

の共同処理など、市町村域を越えた新たな広



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成24年６月22日) 

 

 - 22 - 

域連携に取り組む市町村への支援に要する経

費でございます。 

 市町村行政課は以上でございます。よろし

くお願い申し上げます。 

 

○原消防保安課長 消防保安課でございま

す。16ページをお願いいたします。 

 消防指導費としまして1,459万円余を計上

いたしております。 

 説明欄１、消防費366万円につきまして

は、一般財団法人熊本県消防協会への補助

と、本年11月に本県で開催します緊急消防援

助隊九州ブロック合同訓練への負担金でござ

います。 

 ２の消防学校費1,093万円余につきまして

は、県消防学校が、昭和56年の移転、建築以

来31年を経過し、施設の老朽化や訓練資機材

の更新時期となったため、調査費や整備費用

を計上し、消防教育訓練施設としての充実を

図るものでございます。 

 以上です。 

 

○坂本企画課長 企画課でございます。資料

の18ページをお願いします。 

 計画調査費で１億2,700万円余をお願いし

ております。内容につきましては右の説明欄

をごらんください。 

 (1)の新４カ年戦略推進事業は、新４カ年

戦略の周知広報用パンフレットの作成経費及

び幸せ実感くまもと４カ年戦略委員会（仮

称）の開催経費等、新４カ年戦略の着実な推

進を図るための経費でございます。(2)の政

策推進事業は、くまもと未来会議の開催経費

でございます。(3)の地域づくりチャレンジ

推進事業は、政令市誕生後の県内各地域の将

来像の推進に向け、複数市町村が市町村域や

振興局域を越え広域的に連携して取り組む事

業に対する助成でございます。(4)の幸福量

(幸せ実感)指標化挑戦事業は、県民幸福量を

指標化し、新たな政策評価につなげるための

調査検討を行うための経費でございます。

(5)のフードバレー構想推進事業は、県南地

域に展開するフードバレー構想の策定、推進

に必要な経費を計上しております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○津森地域振興課長 地域振興課でございま

す。説明資料の19ページをお願いいたしま

す。 

 計画調査費で１億600万円余をお願いして

おります。内容につきましては右の説明欄を

ごらんください。 

 (1)の万日山公園整備事業9,600万円は、万

日山から花岡山へ連なる緑を保全し、森の都

熊本を印象づける景観づくりを行うため、万

日山山頂部の土地を取得し、公園に必要な整

備を進めていくものでございます。 

 (2)の阿蘇草原維持再生事業1,097万円は、

阿蘇の草原を守り、あか牛のいる景観を引き

継いでいくため、野焼きボランティアの安全

対策強化の取り組みを緊急的に支援するとと

もに、地元市町村を初め関係団体等と連携し

ながら、草原の維持、再生に向けた取り組み

のあり方を検討し、官民一体となった推進を

図っていくものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○草野文化企画課長 文化企画課でございま

す。説明資料は、同じく19ページをお願いい

たします。 

 計画調査費で2,000万円余をお願いいたし

ております。内訳としましては、九州文化協

会補助135万円ですが、これは財団法人九州

文化協会に対する補助金でございます。 

 (2)の松橋収蔵庫保存環境改善調査事業486

万円余は、松橋収蔵庫におきます資料の収蔵

環境改善に向けた調査、検討を行うものでご

ざいます。 
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 (3)の加藤・細川ヘリテージプロジェクト

事業1,436万円余は、加藤・細川400年の歴

史・文化の保存と活用を行うための経費でご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○福山川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。20ページをお願い

いたします。 

 計画調査費として５億7,500万円余の増額

をお願いしております。内容につきましては

右の説明欄をごらんください。 

 昨年６月の国、県、五木村の３者合意に基

づき、村の振興に必要な村道改良、公園整備

等の基盤整備事業を実施する村への交付金で

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○中川交通政策課長 交通政策課でございま

す。同じく、20ページの下段をお願いいたし

ます。 

 計画調査費で１億5,300万円余をお願いし

ております。 

 まず、１の交通整備促進費として3,400万

円余でございます。 

 内容としましては、地域住民の生活の足で

ある地域の鉄道や県内の離島航路等の維持、

確保を図るための支援事業等でございます。 

 次に、２の空港整備促進費でございます。

１億1,900万円余をお願いしております。 

 内容としましては、阿蘇くまもと空港整備

の直轄事業負担金やソウル線の週５便化対策

等のための国際線振興協議会に対する負担

金、空港が広域防災拠点として果たす役割や

機能についての調査など、阿蘇くまもと空港

の拠点性向上を図る事業をお願いしていると

ころでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○古谷情報企画課長 情報企画課でございま

す。21ページをお願いいたします。 

 計画調査費でございますが、2,100万円余

の予算をお願いしております。内訳につきま

しては右の説明欄をお願いいたします。 

 (1)のＩＣＴによるアジアに向けた情報発

信支援事業につきましては、本県の魅力をア

ジアに向けてアピールするため、ホームペー

ジ制作等の取り組みを支援するための経費で

ございます。600万円を計上させていただい

ております。 

 (2)のスマートひかりタウン熊本推進事業

につきましては、企業や市町村等と連携をい

たしまして、ＩＣＴ、いわゆる情報通信技術

ですけれども、この利活用を推進することに

よりまして、交通と情報のより効果的な発信

や中山間地域の振興、それから高齢者等の健

康づくりなど、地域活性化や地域における課

題の解決を図るためにモデル事業などを実施

するための経費でございます。1,500万円余

を計上させていただいております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○浜田財政課長 財政課でございます。資料

の22ページをお願いいたします。 

 議案第７号熊本県予算の執行に関する知事

の調査等の対象となる法人を定める条例でご

ざいます。次ページの23ページに概要をつく

っておりますので、こちらで御説明させてい

ただきます。23ページをお願いいたします。 

 １番でございます。条例制定の趣旨にござ

いますとおり、地方自治法施行令の一部改正

に伴いまして、予算執行の適正化あるいは議

会監視機能の強化などの観点を踏まえ、知事

の調査等の対象となる法人を追加するという

内容のものでございます。 

 対象になりますと、例年９月定例会におい
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て、議会に経営状況を報告、説明をする書類

を提出し、担当課から説明をさせていただく

ということになります。 

 ２の条例の内容をごらんいただきたいと思

います。真ん中の模式図のほうをごらんいた

だきたいと思います。 

 従前、これまでは地方自治法施行令の規定

に基づき、出資比率等が２分の１以上の法

人、これが対象となっておりました。今回の

条例の施行後は、右側のほうでございますけ

れども、新たに出資比率等が４分の１以上、

２分の１未満の法人、これを追加するという

ことになりまして、都合、今後は出資比率等

が４分の１以上の法人が対象になるというこ

とになっております。 

 ３番目の施行時期でございます。公布日を

施行期日としております。 

 最後に、４番目でございます。その他でご

ざいますが、今回の条例施行によりまして、

新たに対象となる法人は21法人ということに

なります。従前、16法人ございましたので、

合わせて37法人になる見込みでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。説明

資料の24ページをお願いいたします。 

 財産の処分についてでございます。内容に

つきましては、次の25ページの概要で御説明

いたします。 

 売却予定財産でございますが、現在日赤に

貸し付けております熊本市東区長嶺南の土地

２万1,757平米、坪にいたしますと6,500坪余

りになりますが、日赤では、血液センターや

健康管理センター等の事業用地として利用さ

れているものでございます。 

 昨年10月に、日赤から、各施設の将来計画

に柔軟に対処するためには、自己所有地の確

保、拡張が必須で、借地のままでは自由で安

定的、長期的な土地利用に制限があるため購

入したいとの申し出があり、将来当該地を県

がみずから利用する可能性は極めて低いこと

や、仮に県が利用する場合には、血液センタ

ーや健康管理センター等の多額の移転補償費

が必要となることなどを考慮しまして、日本

赤十字社に23億円で売却したいと考えており

ます。 

 売却予定価格についてでございますが、売

却予定地は大型物件で、県有地の上に日赤の

関係施設が建設されており、借地を含むなど

複雑な評価予想があるため、適正な価格を設

定するには高度な鑑定評価が必要となりま

す。そのため、県内の不動産事情に精通し、

大型物件の鑑定評価の実績もあり、多角的な

視点から公正な評価が可能な不動産鑑定機関

２社に鑑定を依頼し、その鑑定評価を慎重に

検討し、適正な売却予定価格を設定いたしま

した。 

 その後、県財産審議会において、県有地を

日赤に売却すること及び売却価格の適否につ

いて御審議いただき、適当である旨の答申を

いただきました。その上で日赤と交渉し、売

却予定価格で合意を得たものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○福島危機管理防災課長 最後の資料28ペー

ジをお願いします。 

 繰り越しの報告でございます。 

 現在実施中の地震・津波被害想定調査事業

費につきまして、平成23年度予算額2,500万

から1,750万を平成24年度へ繰り越しさせて

いただいております。 

 その理由ですが、調査対象地震の一つであ

ります東海・東南海・南海地震、いわゆる南

海トラフ地震につきましては、国の被害想定

の見直しが示された時期が３月末と遅く、そ

の結果を受けて作業を行う予定でありました

津波浸水シミュレーションの着手がおくれた

ことによるものでございます。 
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 以上、御報告申し上げます。 

 

○能登市町村行政課長 同じく、28ページの

中段をお願いいたします。 

 総合庁舎施設整備費の繰り越しでございま

す。 

 阿蘇総合庁舎耐震改修工事での基礎工事に

おきまして、設計よりも地盤が強固であった

ことから、その対応に所要の時間を要したこ

とで、一部を平成24年度へ繰り越したもので

ございます。なお、４月中に工事は完了して

ございます。 

 市町村行政課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

 

○原消防保安課長 消防保安課です。引き続

き、28ページをお願いいたします。 

 下段の防災消防ヘリコプターテレビ伝送シ

ステム整備事業につきましては、事業の概要

は主要事業で御説明いたしましたが、３億4,

000万円余を平成24年度に繰り越しておりま

す。 

 繰り越しの理由としましては、ヘリには機

体に応じた専用の整備工場がありますが、本

県のヘリにシステムの設置が可能な整備工場

の一つ、仙台工場が東日本大震災で被災し、

しばらくの間使用できなかったため、事業計

画がおくれたものでございます。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、付託議案等及び主要事業等

について質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○鎌田聡委員 私学振興課にお尋ねしますけ

れども、耐震化促進事業ということで今回計

上をされておりますが、４カ年戦略でも、安

全、安心というか、災害に負けない熊本とい

うことで４カ年戦略の主要な事業の一つとし

て位置づけられております耐震化で、今後４

年間取り組みをやっていくということで指標

のほうにも目標が出されておりますけれど

も、現状をまずお尋ねしたいのが、私学の耐

震化率が現状で、この指標を見ますと58.9％

となっておりますけれども、これは学校別と

いいますか、先ほどの表では幼稚園と高校と

それぞれまた補助率があったと思いますけれ

ども、現状がどのような――幼稚園でどのく

らい、高校でどのくらいというのがわかって

いれば教えていただきたいと思います。主要

事業説明で15ページに、それぞれの補助率が

出されているんですけれども、補強と改築

と。現状の耐震化58.9％の内容を教えてくだ

さい。 

 

○仁木私学振興課長 種別ごとということで

ございますか。 

 

○鎌田聡委員 種別といいますか、幼稚園が

今どのくらいで、高校がどのくらいなのか

と。 

 

○仁木私学振興課長 これは、数字につきま

しては23年４月１日現在ということになりま

すけれども、幼稚園は62.9、小中学校が10

0％、高校が53.4で、計の58.9％になりま

す。 

 

○鎌田聡委員 これから４カ年で耐震化、県

としても新たに補助を設けてやっていかれる

ということですけれども、私ちょっとこれで

疑問に思うのが、目標値が何で75％なのかな

んですよね。100％じゃない……補助事業で

すから、実施主体がどうこう判断する話であ

って、75、じゃあ何で80でもないのかなと。

75％の根拠を教えていただきたいんですね。 

 

○仁木私学振興課長 なぜ75％かということ

でございますけれども、今耐震化が進んでい
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ない理由の一つというのは、耐震診断が進ん

でいないというのがございます。その理由

は、やはり耐震診断をやってしまえば、その

中で耐震性が低いとされたときに、多額の出

費を伴う工事を迫られるということがござい

ます。そういうことで、耐震診断自体をちゅ

うちょされているというのがございます。 

 その中で、今回こういう制度をつくりまし

て、後押しといいましょうか、背中を押すよ

うな制度になっておりますので、これを活用

してやっていただきたいというふうに思って

おるんですけれども、実は、この制度設計を

やりますときに、各学校のほうに意向調査と

いうことでさせていただきました。その中

で、１つは、この４年間の中で耐震化を予定

しておられますかということと、２つ目が、

補助制度というのが新たにできた場合につい

ては、ちょっと取り組んでみる考えはありま

すかというようなお話をさせていただいてお

ります。 

 その中で、制度ができれば検討してもいい

と言われていたところが、率にしますと77％

ぐらいまでにはなろうかと思います。ただ、

実際のところは、非常に多額なお金もかかっ

て、その中でいろいろ検討されているという

ことで、この４年間の中では、そこのところ

は非常にちょっと難しいのではないかという

のが１つあります。 

 それともう１つ、熊本県は非常に耐震化の

ほうはおくれておりまして、九州平均という

のがございますけれども、それが昨年度の４

月の状況で63.9％、全国平均も72.5％という

ことでございます。 

 そういった中で、この４年間の取り組みの

中で期待可能な数値というようなことで75％

を設定させていただいたところでございま

す。 

 

○鎌田聡委員 非常に九州から見ても現状は

おくれている、全国的にも非常にまだまだ進

んでいないという状況で、検討されていると

ころは77％というお話がございましたけれど

も、だからこそ、それ以上にやっぱり目標は

設定して、せっかくこういった補助制度をつ

くったわけですから、――まあ、数字をどう

こう、何％引き上げるという話はしませんけ

れども、もう少し目標も上げて取り組みをし

ていただきたいなという思いがございまして

お尋ねさせていただきましたが、実際どうな

んですか。まだ診断もやっていないところが

かなりあるんですかね。その辺の現状もちょ

っと教えていただきたいと思います。 

 

○仁木私学振興課長 診断につきましては、

現時点で22％、昨年の数字でいくと、全体と

しては22％ぐらいしか進んでおりません。実

際に診断されて、それからもう工事に着手さ

れたところもございますので、今の時点では

ほとんど診断がそれ以上には進んでいないと

いうことで、とにかくまずは診断をしていた

だいて、耐震性がないということであれば、

その次の段階に進んでいただくというような

ことでございますので、そういうことでよろ

しゅうございますでしょうか。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 現実的に非常に進んでいない状況の中での

指標ですから、なかなか余り高い数値という

のは難しいかもしれませんけれども、ぜひ、

先ほど申し上げましたように、そういった県

内の非常に進んでいない状況だからこそ、や

っぱりしっかりと指標も少し上げて取り組ん

でいただきたいと思いますけれども、まあこ

ういう指標で取り組まれるということであり

ますが、ぜひ耐震化が進んでいくように全力

を挙げていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○氷室雄一郎委員 これは、予算は、基金が

２億円積んであるわけですね。この２億円と
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県が8,000万ぐらいで、これで一気に77％ぐ

らいまで可能なんですか。来年度は、この基

金はまた――１回限りだと思うんですけれど

も、毎年このくらいのお金を出して77％ぐら

いまでやるのか、ちょっとその辺確認をしま

す。 

 

○仁木私学振興課長 御指摘のとおり、安心

こども基金のほうにつきましてはことし限り

でございます。あとはもう単県でということ

になります。今年度は、まだ初年度というこ

とで予算自体は小さくございますけれども、

これから来年、再来年と具体的に検討が進ん

でいけば、金額というのは伸びてくるのかな

というふうに思っております。 

 

○氷室雄一郎委員 部長もお見えになってい

ますので、この常任委員会、補正予算の24ペ

ージの日赤の土地の問題なんですけれども、

これは、もうこういう流れで売却が行われた

ということなんですけれども、この貸し付け

財産一覧というのを見せていただきました。

この中には、例えば賃借料を受け取らないで

貸している財産が――一覧表をいただいたん

ですけれども、熊本市だけでも大体25カ所ぐ

らいあるんです。管財課にもちょっとお聞き

したんですけれども、例えば熊本市の国体道

路あたりは２万5,000平米ぐらいなんですけ

れども、これは市が管理をしているんです

が、下の部分だけは県が持っていると。これ

は無償で貸しているわけでございますので、

もうこういうものは市にやったらどうなん

だ、何で県がこういうのを持っとかないかぬ

のかという、古い昔から県が財産としては持

っているんですけれども、管理は市のほうで

やっていると。地籍調査がまだ終わっていな

いという話を聞いて、もう一遍確認したら、

いや、地籍調査はもう終わっていますと。な

らば、こういう莫大な面積のものを何で県が

持っとかないかぬのかということなんです

ね。 

 あとは江津湖の公園の部分もございます。

これは莫大な土地なんですけれども、政令市

移行に伴いまして市に管理は全部移管されて

おりますので、この土地なんかは県が持っと

ってももう収入はないわけでございますの

で、どうしてこういうものは県が持っとかな

いかぬのかということなんですけれども、そ

の辺はどうなんですかね。 

 また、全県下見ますと、そういう公共のも

のに使われている土地がありますけれども、

権利だけは県が持っていると。無償で貸して

いるわけでございますので、もう県が持つ必

要はないんじゃないか、そういうものがある

んじゃないか、もう一遍洗い直して、県が何

で持っとかないかぬのかと。有償であれば、

それは収入が入ってきますけれども、持っと

ってもいいんですけれども、その辺はどうな

んですか。ちょっとどなたか説明を。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 普通財産につきましては、売却を基本とし

ておるところでございますけれども、条例や

議会の議決を得て貸し付けているものも確か

にございます。それもまた無償分につきまし

てもございますが、これにつきましては、民

間等の無償の場合は個別に議会の議決を得て

おりますし、それから、県財産条例でも無償

貸し付けができますが、これは公共的なもの

に限られておりますので、それに限ったとこ

ろで貸し付けているところでございます。 

 委員御指摘の道路用地の無償貸し付けでご

ざいますが、基本的には、維持管理経費も勘

案しまして市町村へ移管というふうに考えて

おるところでございますが、登記等の問題で

引き受けていただけなかったというような経

緯のものもございます。 

 また、その他のものに関しましては、借り

受け側が所期の目的を達成して用途廃止した

場合は、県がまた引き取って売却するなり、
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県が活用するということでございますので、

公共目的等のためあるいは福祉目的のためで

ございますので、特別の配慮が必要というこ

とで貸し付けを継続しているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 貸し付けをしているけれ

ども、しかし、賃貸料も何もいただいていな

いという、この国体道路のところは２万5,00

0平米ぐらいあるんですけれども、これは、

例えば市がもらわぬと言うならそれは別です

けれども、いかがでしょうかと、ここはおた

くに無償譲渡しますよ、条例でもそうなって

いる、原則的には公共的なものは無償譲渡と

いう条例になっているということであれば、

何で、その……。まあ、市から何もなかった

のか、それとももう何十年とそのままになっ

ているのかという、その辺ちょっと。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 委員御指摘の国体道路に関しましては、以

前市に移管ということで手続をしたところで

ございますが、そのときに登記等の問題で市

からお断りがあって、ただ、その後登記が完

了しているわけですが、その後の手続は済ん

でいないところでございますので、今後手続

を進めたいと、そのように考えております。 

 

○氷室雄一郎委員 じゃあ、この江津湖の公

園、これはもっと広い土地なんですけれど

も、ここは何でいかぬのですか。県が何でこ

れだけの土地を持っとかないかぬのかという

こと。一部何かそれに差しさわりがあるよう

な話もしたんですけれども、もうあそこは市

が管理を全面的にしているわけでございます

ので、あとそれを民間のどうのこうのという

可能性というのは非常に薄いと思うんです

ね。これを、ずっとじゃあ持ち続けるのかと

いうことなんですが、その辺はどうなんです

か。 

 

○吉永管財課長 これは、都市計画公園とい

うか、そういう形での整理でございますの

で、所管は土木部になりますが、基本的に

は、まず貸し付けた先が公園としての担保を

していただくということがございますので、

それが１点。あと、もしそれが必要でなくな

ったらまた返していただくと。だから、道路

の底地と違いまして、所期の目的が終わった

ら返していただくということも考えておりま

すので、今のところ無償貸し付けをやってい

るということでございます。 

 以上でございます。 

 

○氷室雄一郎委員 全県下に、これに類する

ような土地をお持ちになっていると思うんで

す。だから、もう一遍きちっとして――じゃ

あ、各市町村がもらわぬと言うなら、永遠に

何もない土地だけ県がずっと持っとるという

のも、私はちょっと違和感を感じるわけでご

ざいますので、もう一遍精査をしていただい

て、各市町村が求められたものにつきまして

は、各市町村に無償譲渡しても私はいいんじ

ゃないかと思うんです。 

 国体道路のことも、やり取りの中で、い

や、実は地籍調査が終わっていないというお

話だったんですけれども、よく聞きますと、

いや、実は終わっていましたと、これから使

途の話し合いに応じる姿勢はありますという

話で、もう一遍きちっと精査をしていただい

て、私は、そういうものは、必ずしも県が持

たなくてもいいものはもうすっきりさせたほ

うがいいのではないかという考えなんです。

その辺もう一遍最後の答弁をお願いします。 

 

○吉永財政課長 普通財産に関しましては、

相当数貸し付けてございます。当然貸し付け

に当たっては、その背景、目的等々あるわけ

でございますので、そこら辺を再度しっかり
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精査したいと思いますが、一応県財産条例、

それから個別には県議会の議決を経て貸し付

けているものでございますので、適切な管理

がなされていると思いますが、改めて再度検

証はいたしたいと思います。 

 以上です。 

 

○氷室雄一郎委員 貸し付け貸し付けとおっ

しゃいますけれども、実際使用料も何もいた

だいていないわけでございますので、条例で

も無償譲渡が原則であるということであれ

ば、その辺はもうちょっと精査をしていただ

きまして、整理をしていただいたほうがいい

んじゃないかというのが私の意見でございま

すので。 

 

○駒崎総務部長 氷室委員の御指摘はもっと

もな部分がございます。 

 財産管理上、県で使わずに長年所有権だけ

持って無償で貸しているという、変則的な形

態に見える部分がございますので、そこはあ

るべき財産管理の姿を検討してまいりたいと

思います。 

 一般論だけ申し上げますと、譲渡までがう

まくいかないケースの理由としては、１つ

は、登記がまだ相続――民有地だったのを買

収した場合、県の所有地としてなっているん

ですけれども、対抗要件としての登記が済ん

でいないというケースがままございます。そ

れとか、あるいは国庫補助金で買った土地

を、都市公園なんかもそうですけれども、そ

うした土地につきまして、所有権まで移して

しまうと補助金適化法の手続をクリアする必

要があるので、右から左にいかないというケ

ースはあるかもしれません。 

 いずれにしましても、基本は御指摘のとお

りだと思いますので、財産管理に当たって

は、十分留意しながら取り組んでまいりたい

と思います。 

 

○氷室雄一郎委員 おっしゃったとおりにお

願いしたいと思っています。 

 

○早川英明委員 今のことですけれども、逆

のケースもあるでしょう。武道館あたりは市

のやつでしょう。上物は県ですけれども、逆

もありますね。そういうところは、今度は市

はやっぱり無償で県に貸しとるわけですか。

どんなでしょうか。逆のケースも大分あると

思いますよ。 

 

○吉永管財課長 御指摘のとおり、武道館

は、市の土地を県が借りてということでござ

います。 

 

○駒崎総務部長 今早川委員から御指摘があ

りましたように、熊本市内に水前寺の陸上競

技場とか野球場、いろんなスポーツ施設がご

ざいますけれども、武道館につきましては、

役割分担として、土地は市が確保するけれど

も、上物は県下全体の武道の大会などに使う

という目的があるので、県の方で整備したと

いう経緯があるように聞いております。 

 その場合、市のほうも無償で使わせるとい

うような形をとっているケース、その辺は県

と市が、あるいはほかの市町村もそうですけ

れども、役割分担なり協力をし合う、連携し

合うという中でそういうふうな扱いになって

いるケースがあるかと考えております。 

 

○池田和貴委員長 先ほど部長がおっしゃっ

たように、もう一回、再度いろんな観点から

検討をしていただくようによろしくお願いい

たします。 

 ほかにございませんか。 

 

○中村博生委員 土地の話が出ておりますか

ら。八代港に10ヘクタールぐらいの県有地が

あるんですが、これは企業誘致を目的に10数

年、もう20年ぐらいになっとかな、あいたま
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まにしとるんですが、これは企業誘致が目的

であろうと思いますが、これも売却予定とい

うか、そういうのはないと思いますけれど

も、この土地をフードバレー構想、食関係の

企業とか研究所とか、そういった企業を誘致

するのに一番適しておるのかなとは思います

が、港に近いという利点もございますし、で

きれば新幹線新駅ぐらいの場所がいいんでし

ょうけれども、そういった絡みで今後構想を

立てられるのであれば、ぜひとも、せっかく

余っとるし、なかなか相手先が見つからない

ような状況でありますので、今後企業誘致を

より一層進めていただきたい。 

 できなければ、県南運動公園がございます

けれども、大きい大会とかがございますと、

駐車場がないんですね。狭いんです。以前も

振興局には行って話し合いしたんですが、せ

っかくあいとるんだから、駐車場的に貸して

もらえんとだろうかというような相談をしま

したけれども、それなりになっとるので、あ

の10ヘクタールの有効利用についても考えて

いただければと思っておりますので、よろし

くお願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 今のは要望でよろしいで

すか。 

 

○中村博生委員 要望です。 

 

○荒木章博委員 有斐学舎の件なんですけれ

ども、あれは60人かな、宿舎、宿泊というこ

とで、非常に好評というふうに聞いておりま

すし、１万数千円で大学生が下宿をするとい

うことで。それで、これは男性だけですね。 

 

○本田県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 有斐学舎につきましては、男性のみの利用

となっております。 

 実は、これにつきましては、我々が聞いて

いる話でございますけれども、学舎設立時か

らの経緯がございまして、女子が入寮するた

めの施設設備が整っていないということか

ら、男子のみの入寮というふうに伺っており

ます。 

 

○荒木章博委員 できるだけ女子もどこか入

寮できるようなことでお願いしたいと思って

おります。 

 続けていいですか。 

 19ページの万日山なんですけれども、40ヘ

クタール、12ヘクタール、本会議でもちょっ

と時間の関係で言えなかったんですけれど

も、52ヘクタールを買うということで、17～

18年前に熊本市が調査をして、今度の万日山

の土地、水理計算をした。もう簡潔に言う

て、今度県が調査したのは60万で水量の計算

をしたと。そういうことでは――こういうや

っぱり資料があるわけですから、よかったら

こういうのを――全く知られなかったんです

かね、市がやったということは。市がやった

水理計算の中に入っているということは知ら

なかったのか、それをお願いします。 

 

○津森地域振興課長 万日山の雨水流出量の

調査についてでございますけれども、昨年

度、一部万日山を県が所有しているところに

ついて崩落があったということで、これを含

めて、梅雨時期の豪雨とか、そういうのを踏

まえた将来的な安全確保を目的としまして、

危険箇所の安全調査で雨量の解析調査、これ

は万日山そのものについてやらさせていただ

いたところであります。 

 したがいまして、今荒木委員がおっしゃる

ように、春日地区も含めた、全体的な雨水調

査等含めたような調査ではないということは

事実でございます。 

 

○荒木章博委員 この雨水調査というのは、

1,400世帯、そして4,300人を水害から守ると
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いうことで建設しております。 

 今桜を植えてきておりますけれども、イチ

ョウを切ってしまって、非常に危険性をはら

むということで、この地域住民から非常に不

満があるということで、なぜ市のほうとの連

携をとって、せっかくの調査をした――この

前も本会議で言いましたけれども、37億3,00

0万という一つの大型の排水の中の万日山で

す、今度の、熊本県が買う――だから、ある

意味で熊本市に買ってくれと言ったら、熊本

市は要らないと。要らないと。そうしたら、

もうそれだけの土地は、またいろいろお金が

かかるわけですよ、いろんなことを整備する

にしても。だから、知事は、そういうことは

知られないと思うので、やっぱりやられる―

―前任の課長さん、その前の課長さんが調査

をされたいろんないきさつもありますけれど

も、こういうことをちょっときちんとして、

今後運営上やっていただきたいというふうに

思っております。 

 それと、委員長いいですか、引き続き私学

の今資料を――実は、総務委員として、２週

間前に資料を要求しまして、私のところには

届いておりましたけれども、できれば皆さん

方も見ていただければと思って、きょうの機

会に――もう少し早く言っときゃよかったん

ですけれども、資料をちょっと見させていた

だければと。ちょっと忘れてきたものだか

ら、私がですね。よございますか。 

 

○池田和貴委員長 用意してありますか。 

 

○荒木章博委員 それなら、ちょっと時間が

ないから。 

 

○池田和貴委員長 配ってください。 

 

○荒木章博委員 できれば、加藤・細川も一

緒に。資料要求はしていたんだけれども、私

が持ってきとらんだった。 

  （事務局資料を配付) 

○荒木章博委員 これは、見ていますとお

り、私学に対してかなりの補助を出された

り、私学の健全育成ということで熊本県は非

常に取り組んで――私も私学の出身として、

ただ、１つ憂うのは、スポーツ特待が1,000

人近い、そういう年間に1,000近い生徒たち

がいると。そしてまた、これを見ますと、高

校も中学校もですけれども、非常に小学校で

青田刈りをしたりして、いろんな大会で優勝

した子供たちを引っ張っていって、私学で全

額免除ですよと、そういう形で青田刈りをし

ていく状況の中、そしてまた、これだけの月

謝免除となりますと、これは１学校、多いと

ころは、３校上位は大変な金額を使っている

わけなんですね。 

 ですから、本当に私学――もちろん私学の

精神としてスポーツに力を入れようと、これ

はいいと思うんですけれども、やっぱり一つ

の建学の精神で、スポーツも含めてですけれ

ども、もう少し――178名とか、167名とか、

112名というのは、もうクラスにすれば４ク

ラスも５クラスもあるというような状況下の

中だものですから、こういうところは――非

常にこれが今数字的に上がっていっているよ

うなところもあるみたいなんですけれども、

どういうふうに認識されているのかをお尋ね

したいと思います。 

 

○仁木私学振興課長 今スポーツ特待のこと

でお話がございましたけれども、スポーツ特

待につきましては、少子化が進行する中、ス

ポーツにすぐれた才能を持つ生徒の能力、そ

れから、特待生を核とした部活動の活動によ

り、学校の活性化や特色ある学校づくりにつ

ながっているというふうに認識しておりま

す。 

 ただ、学校が行います生徒の募集につきま

しては、やはり守られるべきルール、マナー

があってしかるべきだというふうに思ってお
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りまして、合格といいますか、特待生として

の待遇を確約して合格を暗示するような勧誘

とか、そういったことはあってはならないと

いうふうにも思っております。 

 特待による授業料の減免につきましては、

各学校が自主的に判断され、学校自身の負担

により実施されるものです。ただ、結果とい

たしまして、学校経営を大きく圧迫し、本来

の教育活動に支障が生じることがあってはな

らないというのも片方で思っております。 

 そういうことで、勧誘が過熱して小中学校

の教育活動や進路指導に悪影響を及ぼした

り、そういうことがないように、節度ある対

応を各学校については毎年お願いしておりま

すし、学校のほうは、学校の活性化のメリッ

トとそれから減収などのデメリットを十分に

検討しながら、適切に実施していただきたい

というふうに、そのように思っております。 

 毎年、大体９月ごろになりますけれども、

私立高等学校長の皆様には、以前は総務部長

名で、昨年からは私学文書局長名で私立学校

等における適正な高等学校入学者選抜の実施

についてということで通知を差し上げており

ます。その中で、適正な入学者選抜の実施も

お願いしております。あわせまして、校長会

等の場におきましても同様のお願いをしてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

 

○荒木章博委員 合格を目的として加入をし

てはならないと、課長から今きちんと説明し

ていただきましたので、それは了といたしま

す。 

 市の中体連、県の中体連、ベスト８まで個

人戦で入ったらもう月謝免除と、そういうの

が横行していますので、親も子供たちもちょ

っと命がけなんですよ、はっきり言いまして

ね。そういう実態が、今非常に加熱し過ぎ

て、夜遅くまで子供たちを塾、塾というか、

いろんなスポーツ塾に通わせる、そういった

青田刈りが非常に多いように感じます。 

 そういった中で、やっぱりこういう圧迫、

学校に対しても、これだけの167人も178人も

無月謝にするということは、かなりのこれは

負担を強いられるわけですので、私学の健全

育成の上でも、やっぱりそれは担当のほうで

指導いただきたいというふうに思っておりま

す。 

 今言われましたので、それは了として、そ

して、時間の関係で、加藤・細川の件につき

ましては個別にまたいろいろ要望することは

やっていきたいというふうに思っておりま

す。 

 この３つのテーマで今度やられていくとい

うことで、それと別に講演会あたりも計画を

されているようですので、十二分に――この

時期しかできませんで、また、知事も、幸

せ、幸福を一つの今後目玉として取り組んで

おられますので、やっぱり隠れた遺産を発掘

して世に出していく、歴史を大事にしていく

ということを要望して終わります。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員長 それでは、まだ審議も続

けたいと思いますが、一旦ここで休憩をとっ

て、昼食をとった後に再度続けたいと思いま

す。よかでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、１時20分から

再開をさせていただきますので、よろしくお

願いいたします。 

  午後０時20分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時19分開議 

○池田和貴委員長 それでは、おそろいでご

ざいますので、委員会を再開したいと思いま

す。先ほどの質疑の続きから行きたいと思い

ます。 

 質疑ある方はいらっしゃいませんでしょう

か。 
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○鎌田聡委員 説明資料18ページ、企画課で

すね。 

 幸福量指標化挑戦事業ということで、幸福

量を指標化して新たな政策評価につなげるた

めの調査検討に要する経費ということで、ど

のような形で、どのように指標化をされてい

かれるのかをちょっとお尋ねしたいと思いま

す。 

 

○坂本企画課長 昨年度に、学園大と一緒に

なって調査研究を進めました。その後、今年

度にその成果を発表したんですが、幸福量の

指標は、４つの分類の中で12の項目をつくり

まして、それぞれに４つの分類のウエートあ

るいは12の項目の満足度についてアンケート

をとり、それを集計していくというような、

そういう取り組みでございます。 

 ４つの分類あるいは12の項目の指標のつく

り方、このあたりの調査研究を学園大のほう

に委託をしまして、研究の精度を高めている

というふうな状況でございます。 

 それと、昨年度の調査では、アンケート数

が限られておりましたので、ことしまた3,00

0名を対象にアンケートをして、その結果精

度を高めていくというようなことで考えてお

ります。 

 もう１つ、補助指標としまして、笑いの数

を集計するという、スマイルインデックスと

いうそういう指標が学園大の研究の中で提案

をされております。幸福ウオッチャーという

人を委託しまして、定点観測的にスマイルイ

ンデックスを積み上げていくというようなや

り方でございます。これについても、有効で

あるかどうかの検証を今年度したいと考えて

おるところです。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 済みません、よく私も理解が

できていないんですが、幸福指標化を１回、

昨年度はやられているんですよね。やられて

いて、さらにそれの精度を高めていくという

ことで、またアンケート数もふやして、あと

尋ねられる内容とか――これは何ですか。ど

ういう分類で、どのようなふうに幸福量とし

て結びつけていくのか。 

 １つあるのが、先ほど４カ年戦略で指標が

いろいろ出されていたわけです、それぞれの

項目で。こことのリンクというか、何かそこ

とどうかこの指標というのは関係ないんです

かね。全くばらばらのやつでやられていくの

か。こういった４カ年戦略をやっていく中

で、そこが県民の幸せに結びついて幸福量で

すよというふうに県としては持っていくべき

じゃないかと思いますけれども、そことどう

なんですかね、関係は。 

 

○坂本企画課長 ４カ年戦略で設定しており

ます指標は、施策の進捗等を図るための目標

指標として設定をしております。今回のこの

幸福量を図る指標化というのは、県民幸福量

の最大化という最終目的に対して、どのくら

いこの施策の展開が有効であるのかというの

を評価していくということで考えておりま

す。 

 今指標として学園大のその研究成果の中で

出てきておりますのは、４つの分類が、例え

ば、夢を持っているか、誇りがあるか、経済

的な安定をしているか、将来に不安がないか

といった４つの分類の中にそれぞれ３つずつ

の12の項目をつくりながら、その中でアンケ

ート調査、例えば家計所得とかいうような項

目の中で、満足をしているかしていないかと

いうような、そういうアンケートをしてい

く。そして、なおかつ、この４つの分類の中

で、どれに一番ウエートを置くかというよう

なことを聞いていくというようなことで評価

をしていくということになります。 

 この結果、昨年度の調査では、経済的な安

定が特に重要であるけれども、それだけでは
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なくて、幸福の指標というのは、幸福の要因

としては非経済的要因も非常に重要であるこ

とがわかりました。また、地域によっては、

求める幸福の形は違うということで、今後地

域に応じた施策展開をしていく中で、この分

析というのが有効になっていくのではないか

と考えております。 

 

○鎌田聡委員 いろんな見方もあるんでしょ

うけれども、少し何か資料とかもいただいて

みないと、非常に漠然としていて、まあいろ

いろ資料がもうきちんとできているんでしょ

うけれども、やはりそういったものをもとに

――これだけが幸せをはかる物差しでもない

んじゃないかなというふうにも思いますし、

私は、あくまでも今回４カ年戦略が指標に向

かってできるだけ近づいていくことによって

幸せになっていくものだというふうに、これ

は幸せを実感する４カ年戦略だと思っていま

すから、そことやっぱりリンクをして幸福量

というのもはかっていくべきじゃないかなと

思いますけれども、幾つかの幸福量をもとに

高めていくということでやられるのはいいと

思いますけれども、またこれは少し――今回

は今回でまたやっていただくのは結構ですけ

れども、それですべての県民の幸福量がそこ

に集約されるということにはならないという

ふうに思いますので、一つの目安として、そ

のことがどう今後政策に生かしていけるの

か、その辺も含めて、やはり今後ここも少し

議論も深めながら、研究も深めながら、私た

ちもやっていかなきゃならないかなというふ

うに思っていますので、できれば、昨年の資

料だとか、今後どう検討を深めていくのか、

そして、幸福ウオッチャーという、また初め

て私も聞いたような言葉も、笑いの数をどう

するのかというような、まあそこも少しユニ

ークな取り組みでもあるのかなとも思います

けれども、そういったものがどういったもの

なのかということを、今後具体的にまた御説

明もいただきたいなと思いますので、ぜひま

たそういう状況について適宜委員会で議論も

させてもらいたいなと思いますので、ぜひ資

料の提供のほうもよろしくお願いしておきま

す。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○重村栄委員 済みません、幾つか質問と意

見を言わせていただきたいと思います。 

 まず、聞きたいのが２つあります。資料の

11ページ、広報課。 

 知事の県民対話事業があります。70万ほど

組まれておりますが、これをもうちょっと詳

しく説明していただけます。どういうふうな

形で、どういう人を対象に、どんな仕掛けで

やろうとしているのか。回数も含めて、あと

地域的なことも含めて、もう少し詳しく説明

をしてほしいなというのが１つ。 

 それから、同じページの危機管理防災課。 

 防災情報メールサービスの促進というのが

あります。これは以前からこの事業をされて

おりますが、私はＩＴ音痴でございまして、

できるだけこの世界から距離を置きたいなと

思っている人間でございまして、それを前提

にちょっとしゃべらせていただきたいんです

が、この事業を今までされている、そしてま

た、今度促進させようと、利便性を上げよう

ということで事業を組まれているみたいです

けれども、今までされていて、情報弱者に対

してどのくらい浸透していっているのか。そ

のカバーは、どのくらいの率でカバーされて

いるのか。あるいは、今度のこの事業を新た

に追加されることによって、そのカバー率が

どのくらい向上する期待があるのか。ひょっ

としたら情報弱者に対してはほとんど効果が

ないのかもしれないんだと。 

 さっき言ったように、私はＩＴ音痴ですの

で、極力この世界から距離を置きたい人間か

らすると、多分自分からは登録しないはずな
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んですよね。そうすると、情報は来ないはず

ですよね。こういう人間、結構私も含めて年

代が高い世代はそういう世代だと思うんです

けれども、そういう人にとっては、ある面で

は無用の長物でございまして、この事業は、

多分ＩＴに溶け込んでいる人には非常に有効

なのかもしれませんけれども、そうでない世

代の方々にはあんまり効果がないのかなとい

う感じがしますものですから、この事業の狙

いが果たしてそのとおり効果が期待できるの

かどうか、その辺のお考えをちょっと聞きた

いなというふうに思います。 

 それからもう１点、いいですか、ついで

に。 

 この件はちょっと質問じゃなくて意見なん

ですが、万日山に絡んだことですが、万日山

周辺のことは荒木先生の専売特許でございま

すので、あんまり触れたくないなと思ってい

たんですが、ちょっとあえて１点言わせてい

ただきますが、今回万日山を購入されて――

全部じゃないですけれども、一部購入されて

整備をされるということは、熊本駅の新幹線

側の景観の整備ということで、結構なことじ

ゃないかなというふうには思っております。 

 ただ、熊本駅をおりて新幹線側に出ます

と、駅前が、あれは土地区画整理事業でされ

ているということもありますので、非常に難

しい問題なんですが、前に出た途端に、熊本

市という大きな都市のイメージから見ると、

非常に貧弱だと。個人住宅が張りついてきて

いる。ちょっと景観的には、本当に熊本駅の

景観としてふさわしいのかなと。目線を少し

上げたら万日山がある、ここは整備する、見

かけもよくする、桜を植えて季節的には華や

かなものにすると。ただ、その中間の目線が

切れてしまう、個人住宅で。トータルの景観

として、果たしてどうなのかな。もっと一工

夫しないと、この万日山にお金をかけても効

果が薄いんじゃないか、ばらばらになってし

まうんじゃないかと。駅は整備したわ、目の

前には個人住宅が張りついて、何となく都市

の景観としては物足りない。先のほうに目線

をやれば、万日山には何か整備したお金が入

っている。何となくバランスが悪いんじゃな

いかなと、そんな感じがするんですね。 

 ちょっと個人的には、個人住宅の前に長塀

でもつくってから熊本のイメージをアップし

たらと冗談半分に言ったことがあるんです

が、何か一工夫したほうがこの万日山にお金

をかけた効果があるんじゃなかろうかなと思

っておりまして、所管課じゃないと思います

ので、総務委員会の中では。ただ、これは横

のつながりとして、その辺の投資効果をどう

生かすか、考えていただくようなことを、こ

れはオール県庁としてしていただければと思

いますので、これはあえて意見として述べさ

せていただきたい。だから、前の２つの件に

ついてはちょっと答弁をお願いします。 

 

○田中広報課長 広報課でございます。 

 11ページの県民対話事業についてのお尋ね

でございますが、蒲島県政、１期目にもやっ

てまいりました。各振興局の区域プラス熊本

市、だから11地域について、知事がそれぞれ

の地域に赴きまして、１期目は、それぞれの

地域で頑張っている方々、例えば農業で頑張

っている、地域づくりで頑張っている、観光

で頑張っている、そういった方々と――あん

まり大人数じゃございません。大体10人前後

の方々と、本当に小さな部屋で意見交換を、

こういうふうに私たちは頑張っていますとい

うのをお聞きしながら、知事からの助言とか

アドバイスとか、あるいは困っていることが

あったら、こういう制度もあるから使ってみ

たらどうかとか、そういうお話をすると同時

に、現場も拝見して、各地域の実情を見せて

いただくということで１期目はやってまいり

ました。 

 ２期目は、また同じ形で回るというのもち

ょっと変ですので、今度は具体的にやっぱり
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もうちょっとテーマを絞ってやっていこうか

というふうに思っております。 

 今年度は、１年目なんですが、大体３カ所

から４カ所ぐらい、具体的なテーマとして

は、今考えておりますのは、県際連携といい

ますか、熊本県だけではなくて、ほかの県

の、要するに隣接する地域と一緒になって頑

張っている方々、そこに行って、そういう県

際連携のあり方といいますか、課題といいま

すか、あとこれからの発展のためにはどうい

ったことをしていけばいいのかと。知事がセ

ッター役ということもよく言われていますけ

れども、そのヒントになるものも見つかった

らいいなというふうに思っております。 

 そういった御説明で…… 

 

○重村栄委員 はい。 

 

○田中広報課長 ことしは４カ所頑張ってま

いりたいと思っていますので、よろしくお願

いいたします。 

 

○福島危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 防災のメールサービスの関係の御質問でご

ざいます。先ほど予算の説明でも申し上げま

したが、もう一回ちょっと御説明させていた

だきます。 

 まず、県の防災情報メールサービスにつき

ましては、本人で登録する形になります。自

分で市町村を選定してもらうことになります

ので、例えばですけれども、自分が住んでい

るのが熊本市なので熊本市の情報、両親が荒

尾市に住んでいるから、荒尾市のことも心配

なので荒尾市の情報をもらうという形で市町

村を選択してもらいまして、必要な災害等の

情報をお送りするという形にしております。 

 利便性を上げるために、昨年の補正予算で

も簡単登録等の機能も追加しまして、バーコ

ードリーダーあたりですぐに登録できるよう

な形に改修したりしまして、おかげをもちま

して、昨年の４月に7,670人の登録だったん

ですけれども、先月末で２万1,985人という

ことで、約３倍にふえているところでござい

ます。 

 それから、一方、携帯電話会社のメールサ

ービスでございますが、こちらは、そこの地

域にいる人に強制的に送信をいたしますの

で、利用者の登録の手続は全く必要ありませ

ん。したがいまして、例えば観光客の方が海

に来られて、場合によっては津波の情報あた

り、そういったものも強制的にメールのほう

に入ってくるということでございます。 

 それで、特にこのメールサービスにつきま

しては、特に聴覚障害者の皆様方からも非常

に関心を持っていただいておりまして、実は

７月１日にも講演会の依頼等があっておりま

して、また御説明に行くことにしておりま

す。 

 エリアメールにつきましては、手続等が特

に本人も要りません。市町村が携帯電話会社

に加入するということを申請するだけで結構

ですので、これについては強力に市町村にそ

の申請を進めまして、特にＮＴＴドコモにつ

きましては、おかげをもちまして、手続中の

ものもまだありますが、近々全市町村そろう

ということになって、かなり進んできており

まして、当課といたしましては、この両方の

メールサービスを活用して情報の伝達を迅

速、的確に図ってまいりたいというふうに考

えております。 

 以上です。 

 

○重村栄委員 県民対話事業、中身はわかり

ました。最初１期目にやられたのとは少し趣

旨を変えてやるということのようでございま

すし、特に今度は県際連携という、何か一つ

ポイントを絞った中でされるようでございま

すので、事業の成果を期待したいと思いま

す。３～４カ所ぐらいですか、予定は。とい



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成24年６月22日) 

 

 - 37 - 

うことは、もうある程度限られていますよ

ね、地域的に。 

 

○田中広報課長 今ちょっと候補を探してお

りまして、大体検討はついているんですが、

１カ所目は、実は阿蘇地域でやろうと思って

います。阿蘇地域には、阿蘇郡市と、それか

ら竹田と高千穂、その３つで観光に取り組ん

でいる動きがございまして、そこにお邪魔し

て、いろんなこれまでの御苦労なり、これか

らの展望とかあるいは課題、隘路、そういっ

たものをお聞きしたいと思っています。あ

と、熊本の県境というか、結構荒尾方面とか

天草、鹿児島方面ありますので、そういった

ところで動きは少しずつありますので、そう

いったところとお話に行けるところを今調整

中でございます。ですから、３カ所ないし４

カ所、今年度やりたいと思っています。 

 

○重村栄委員 私が住んでおります荒尾市

は、ややもすると福岡県荒尾市と言われるも

のですから、非常に嫌な思いをしているとこ

ろがありますので、ぜひともそういった連携

の中でよろしくお願いしたいと思います。 

 それから、防災情報メール、7,700人ぐら

いから２万2,000人ぐらいまでふえたという

ことのようでしたが、これは世代わかりま

す、どの辺の世代の方がこれだけふえている

のか。何でかというと、さっき言ったよう

に、多分高齢者の方というのは、あんまりメ

ールとか使わない方が多いと思うし、登録は

少ないのかなという気がしているものですか

ら、それでちょっとふえたのか、どの辺の世

代がふえたのかなというのが１つありまし

て、ちょっと質問。 

 それと、質問の中でちょっと申し上げたん

ですけれども、情報に関しての弱者のカバー

というか、このサービスをすることによって

その辺の救済というか、情報の届く範囲とい

うか、そういったものがどの程度改善されて

いくのかなと。数値的なものはわからないん

だろうかとは思いますけれども、ちょっとそ

の辺をどの程度期待されているのか。何かひ

ょっとしたらあんまり情報弱者というのは変

わらぬのかなという気がしないでもないもの

ですから、先ほどおっしゃったように、携帯

メールが強制的に入ってくるということで、

登録しようがしまいが来るんですよというこ

となので、携帯持っている人は当然入ってく

るということで、見ればわかるということな

んでしょうけれども、それが果たしてどの程

度情報弱者を救済できるのかなという……。 

 やっぱり情報の伝達で一番心配なのは、情

報弱者にどう伝えるかだと思うんですよね。

しょっちゅうアクセスできる人はそんな心配

はないんですけれども、日ごろ情報にアクセ

スしない人、要するに情報弱者といわれる

方々にどうやって届けるか、どうやってスピ

ード感を持って情報を伝達できるかと、これ

が防災は一番の決め手だと思うので、そうい

った意味で、これはどれだけ効果が期待でき

るのかなというのがちょっとあったものです

から、ちょっとしつこいようですけれども、

その辺の期待感を想定されているのか、ちょ

っとお聞かせいただければ。 

 

○福島危機管理防災課長 情報伝達につきま

しては、とにかく今回防災計画の見直しの中

にも入れたのが、できる限り複数の情報伝達

手段を確保しようということをうたっており

ます。その中で、我々としては、非常に有効

な手段の一つとしてメールサービスはとらえ

ております。 

 ただ、議員御指摘のとおり、情報弱者を生

み出さないとか、そういう方をカバーすると

いう観点から、やはりアナログ的な情報伝

達、例えば広報車とか消防団で回ってもらう

とか、さらに防災行政無線の整備というのも

依然としてやはりこれは課題で、市町村でも

新たな取り組み等も検討しているところもあ
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りますので、そういうことで、とにかく多様

なやり方を考えていかなければならないとい

うふうに思っているところでございます。 

 

○重村栄委員 情報については、こういった

ＩＴを活用するのもツールの一つとして大事

なことだと思いますし、また、その伝達の時

間が非常に速いと、そして大量に伝えられる

という面では非常に有効な手段だと思いま

す。これはこれとして進めていただいて結構

だと思いますし、またそうしていただきたい

と思いますが、先ほど課長がおっしゃったよ

うに、アナログの世界もどうしても大事な世

界でありますので、そういったものと並行し

ながら、やっぱり私たちはアナログ時代だも

のですから、そういう世代がいるということ

もお忘れないように、そっちのほうはそっち

のほうできちんとしていただきますことをお

願いしておきたいと思います。 

 

○荒木章博委員 重村委員から励ましをいた

だきましてありがとうございました。 

 区画整理は熊本市がやるわけで、道路も含

めて市と県が実際４月までは分断してやって

いたんですけれども、万日山にトンネルを掘

る、そしてまた排水というのが、非常に区画

整理では皆さんが同意できないということ

で、排水の37億の施設をつくって、皆さんの

同意を得て今区画整理。だから、あと２年内

にほとんど全部住宅ができてしまうというこ

とで、裏には森の熊本のイメージをキャッチ

フレーズに、桜とかいろいろ。桜だけで、ほ

かの木を切ってしまうようなことに、さっき

午前中も、ならないようにということで要望

したわけです。 

 次に、阿蘇くまもと空港の、32ページなん

ですけれども、小林さんもせっかく東京から

来ておられますし、企画振興部長ももうしば

らくはおられるでしょうから。 

 ここにも書いてありますように、ソウル線

の５便化の考え方ですね。今年度も予算に計

上しておりますし、それとまた中国、台湾、

そしてまた春秋航空ですか、それにＬＣＣも

加わった格安航空の取り組みとか、そういう

点をどう考えられるのか。 

 それと、引き続いてもう一点は、先般の中

川交通政策課長のインタビューでも、新聞の

記事に載っていましたけれども、格安を誘致

することによって、非常によその航空会社と

の弊害もあるんじゃないかということをちょ

っとおっしゃっている。 

 やっぱり熊本市の、県全体の量というのは

約５億近くある。その中で、飛行機の利用代

が２億円ちょっと超えていたんじゃないかな

と思うんですよね。例えば、大阪とか東京と

か、視察をされたり――議会は別にして、そ

ういったところでやっぱりこの格安にしてい

けば、１億、２億、これは半額で行くわけで

すから、そういうことも将来は考えていかれ

るべきじゃないかなと思っているんですね。

東京事務所、大阪事務所の機能を充実すれ

ば、５億近くの旅費は要らないと思うんです

けれども、かなり飛行機賃は使っているわけ

ですので、多分正規の運賃で県職員の方々は

行っていると思うんですけれどもね。 

 そこで、少し考えて格安航空になるのか、

それとも航空会社と県として契約をして安

く、少しでも、２割でも１割でも安く行ける

ようにするのか。まあ、パックとかいろいろ

ありますけれどもね。そういったところをど

う考えておられるのか、２点をお尋ねしたい

と思います。 

 

○中川交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 最初に、航空路線の振興の点について、ま

ず交通政策課からお答えいたします。 

 議員お尋ねの国際線の振興につきまして

は、現在のソウル線週３便、これを６月補正

でもお願いしておりますように、週５便化に
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もっていきたいと考えております。 

 これは、週３便しかないことによって、県

民の方が、せっかく3,000メーター滑走路を

持つ阿蘇くまもと空港が身近にあるのに、わ

ざわざ福岡まで足を運ばなければいけないと

いう事情背景がございますので、ぜひ、その

資産の有効活用という点も含めまして、週５

便化を働きかけることによりまして県民の利

便性の向上を図る。 

 それともう一つは、当然国際線の振興でご

ざいますので、外から観光客の方に多く来て

いただきたいと。発着空港になりますと、当

然、その発着空港の周辺での宿泊、観光の消

費額というのは多くなります。これはもう事

実でございますので、ぜひそういうことで週

５便化等を図ることによりまして観光収入等

を目指していきたいというのがもう１つでご

ざいます。 

 さらに、ＬＣＣについてもございました。

ＬＣＣについては、これは、航空政策上、料

金面に注目されて、お客さんに対するアピー

ルをされているやり方でございます。これ

は、非常に利用される方にとっては、料金面

を物差しで考えられている方々にとってはと

ってもいいことだと思いますので、私どもと

しましては、既存のサービスをフルサービス

でやられるエアライン、それからＬＣＣも両

方とも分け隔てなく積極的に路線の振興を図

っていきたいと思っておりますので、決して

ＬＣＣを私が毛嫌いしているとかそういうこ

とはございませんので、しっかり国内線の振

興、国際線の振興に取り組んでまいりたいと

思います。 

 路線の振興については以上でございます。 

 

○荒木章博委員 ３月11日の新聞に、熊本県

は、ＬＣＣが就航をすると、既存の航空会社

の影響を受けて心配もあるということを、中

川誠県交通安全対策課長、国内線の誘致には

慎重姿勢ということが記事に書いてある。こ

の記事はうそということですか。 

 

○中川交通政策課長 確かに、私は取材を受

けまして、いろんな見方がありますというお

話をしておりますが、ただ、今この委員会の

場で申しましたとおり、国内線、国際線の振

興を、ＬＣＣだけを手薄くするということな

く、一生懸命やっていこうと思います。 

 以上でございます。 

 

○荒木章博委員 よくわかりました。ただ、

私たちは、この記事を見て判断をし、県民の

利益になるようにやっぱりこれは考えていか

ないかぬ。だから、言葉というのは、自分は

そういう気持ちじゃなかったけれども、活字

にした場合にはそうなったということはよく

議員の世界でもあります。しかし、やっぱり

この交通対策の取り組みというのは、こうい

う価格競争の時代に入った中で、やっぱり課

長の考え方はこういう考え方なのかなという

のは疑問を抱くわけですね。これが出たとき

に、議会側にもある程度説明をするとか、や

っぱりそういうのをやらないと、県民はこの

言葉を信じてしまう。これだけの記事になっ

ているわけですからね。たくさんの記事にな

っていますので、そういったことで考えてい

ただきたいと思っています。 

 それと、今課長から話がありましたよう

に、週５便化ということは、これはもう働き

かけていくと。今、実は新幹線がもう30分も

かからずに博多まで行くわけですよ。そして

また、飛行場、地下鉄に乗ったり、タクシー

で行ってもすぐ近くですから、値段が安けれ

ば、新幹線とパックしても安くなるわけです

よ。そうしたときに、熊本のこの５便化と

か、中国、台湾との空港の役割性というの

を、非常に九州の真ん中でありながら、だん

だんこれは減っていくような可能性も私は見

えるんじゃないかなと思うんですよね。 

 それで、私は、総括である小林局長に、国
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との働きかけもやっぱりやっていただかない

かぬし、これだけの予算をかけながら、阿蘇

くまもと空港としての位置づけですよね。そ

してまた、御案内のとおり、大津からタクシ

ーで便宜を図ったり、また、ソウル線におい

ては駐車場を無料にするとか、いろんな対策

――やられていないというんじゃなくて、非

常に努力をされているのは評価をします。 

 ただ、そこのところでどういうふうに、県

民、また観光客を含めた利用性を上げていく

か。だから、５便になるためには努力しま

す、予算をつけますて、それだけではなく

て、何かきちんとした、やっぱり格安航空に

――福岡から発着している格安は非常に熊本

は難しい面もあると思うんですけれども、路

線の中で、過密ですから。しかし、やっぱり

それに打ち勝っていかなければ、この５便化

というのは絵に描いた餅ですよ。いつもいつ

もこれを唱えて、予算化予算化、調査調査、

結果的にはできない、これでは本当の県民に

対するやっぱり裏切り、裏切りって言葉は悪

いけれども、行為だというふうに思います。 

 だから、この一つの記事を見ても、私は、

こういうのはまことに残念だったと思うもの

ですから、小林局長に総括として。国におら

れる立場で。 

 

○小林理事兼交通政策･情報局長 まず、最

初の御質問のほうからですけれども、先ほど

中川課長のほうからもお話しいたしました

が、阿蘇くまもと空港に多彩な航空会社が就

航するということは、非常に熊本にとってメ

リットがあります。特に東京の路線について

は、現在４社入っておりますが、それによっ

て多彩な料金設定のパック商品でありますと

か、そういった航空会社の数が少ないところ

に比べて大きな選択肢が今熊本県民に与えら

れていると思っておりまして、これは大変メ

リットのあることです。 

 その中で、ＬＣＣに関しては、国内のＬＣ

Ｃ、今はまだ行き先が関西国際空港か成田空

港ということで、非常にちょっと熊本県民に

とって使いやすいかどうかというところで

は、まだ疑問があるものですから、今後のも

うちょっとさまざまな展開を見ながら、これ

は誘致をしていくものだろうというふうに考

えております。 

 国際線について言いますと、熊本から実は

出国している人数が、12万2,000人の方が現

在――22年のデータですけれども、出ておら

れます。これは福岡に次いで２位です、九州

では。３位は鹿児島ですが、８万人台です。

４万人以上熊本のほうが出ているんですね。

その中で、熊本空港から出ている方は２万人

弱。およそ10万人以上の方が阿蘇くまもと空

港以外から出ているということで、私は、近

距離のアジア路線については、開設をすれば

利用していただける方がたくさんいらっしゃ

るだろう、メリットがあるだろう。 

 確かに、新幹線も使えば近いのですけれど

も、それだけの料金と時間はやっぱりかかる

ものですから、こうしたところでアジア路線

の開拓というのは引き続き頑張っていきたい

と思っておりますし、航空会社にもこうした

視点からアプローチをしております。 

 ただ、民間会社が相手ですので、粘り強い

交渉というのは必要だし、さまざまなパイプ

を使った働きかけというものが必要だろうと

いうふうに考えております。 

 

○荒木章博委員 ＬＣＣの使い分けというの

は、非常に――今限定されている場所との航

路というところも、限定された部分があると

思うんですけれども、しかし、それも１つで

すけれども、やっぱり積極的にこれに向かっ

て、熊本空港でいかがですかというのはでき

ないのかなと私は１つ思うんですね。 

 もう一点は、今県の職員が２億近く飛行機

賃だけで払っているんですよね。１億8,000

万かな、２億かな。数値はちょっと忘れまし
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たけれども、実際県職員が１年間に払う分が

そのくらいなんですよ。だから、そういう分

の、何かこれだけの組織が、これだけ使って

いますよ、何割かにならないんですかと。１

割としても、やっぱり1,000万かまたは2,000

万になってくるわけですから、そういった県

パックとか、何かそういうのをやっぱり対応

できないものかなと、その２点ちょっとお尋

ねしたいと思います。 

 

○古閑人事課長 ＬＣＣということで、新た

な格安の交通手段がふえるということは、よ

り安い費用で出張が可能になるというふうに

考えておりますので、それは有効な手段の一

つではないかなというふうに考えておりま

す。 

 

○池田和貴委員長 荒木委員がおっしゃった

ように、例えば――今は、もう正規航空運賃

じゃなくて、パック料金とか、そういうこと

で出張されているんじゃなかったんでしたっ

け。 

 

○兼行総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。 

 先ほど荒木委員のほうからおっしゃいまし

た、航空運賃を使って出張している件数とい

うのが約5,000件ございまして、金額として

は２億5,000万。その中で、私どものほうで

把握しております中で、いろんなタイプのも

のを使ってお見えになります。例えばパック

ツアーあるいはビジネスリピートと言われる

法人向けのものとか、そういうものを使って

なるべく安い金額で出張をしようというよう

な方向がこの中から見えております。 

 

○荒木章博委員 わかりました。今２億5,00

0万という数字も出ていますので、これが多

いか少ないかということは別にして、そうい

う何か少しでも県財政にとってプラスの方向

に持っていけるならばなというふうに思って

おりますし、また、格安航空においても、そ

ういうことに働きかけをしていくという、こ

こも完全に交通政策課長のここでの話とまた

記事の話とは全く違うものですから、否定的

に打ち消してあるものだから、ちょっと私は

お尋ねをしたということなんですね。だか

ら、できるだけそういう方法も考えながらも

取り組んでいくということで理解をしていい

んですね。 

 じゃあ、もう１つだけ。もう午前中で終わ

るあれだったけん、言うつもりはなかったん

ですけれども、26ページに、ロアッソ熊本の

Ｊ１昇格ということで県民運動をやって、非

常に県民も一生懸命になっているようですけ

れども、しかし、残念ながら――私もかつて

サッカー協会の副会長だったし、非常にこれ

の設立に向けては関心のある一人です。 

 そういった中で、何か大型の、6,000万近

くの累積赤字をしているというふうに聞いて

おりますし、今から非常にこの件についた

り、観客動員数というのは難しい問題も出て

くるやに聞いております。 

 その中で、県もこれだけの予算――多いと

は思いませんけれども、知事も、現地に応援

に行ったりして盛り上げてあげようというこ

とで、県民の思いで応援をされているんです

けれども、そういった中で、そういう――試

合に勝てば観客はふえるでしょうけれども、

単純なことかもしれないですけれども、そう

いったこれだけの予算を計上しながら、サッ

カーの普及、そしてまたロアッソの県民応援

ということについて、予算を、事業をされた

感覚の中で、考え方をちょっとお聞きしたい

と思います。 

 

○津森地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 ロアッソ熊本についての御質問でございま

す。 
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 今委員御指摘のように、昨年度、7,000万

円ちょっとの赤字となっております。これ

は、１つは、大震災に伴いまして入場料収入

が少し減っていると。それと、また景気がち

ょっと苦しいということもございまして、ス

ポンサーからの協賛金も減っているというよ

うなことが原因として挙げられております。 

 我々としましては、ロアッソ熊本の活躍、

そしてＪ１に昇格というのが県民全体の夢だ

ということは十分承知しております。なかな

か厳しい状況ではございますけれども、知事

が先頭に立ちながら、例えばスポンサーさん

へのいろんな御支援であったり、また、いろ

んな形で今ロアッソの選手が、地元の小学校

だったり、親子のスポーツ教室だとか、いろ

んな形で草の根でファンの獲得に向けて頑張

っていらっしゃいます。こういうことに一緒

に我々も汗をかきながら、ファンの獲得と入

場の増、こういうのを目指していきたいとい

うふうに思っております。 

 

○荒木章博委員 そうですね。だから、県民

挙げてサポートしていかなければ、7,000万

という赤字をやって、また、Ｊ１に上がるた

めの基準というのがあるわけですから、これ

だけの赤字を強いてＪ１に上がるということ

はまた不可能なものですから、やっぱり私た

ちも応援に行ったり、努力をしたりというよ

うなことは考えていきたいと思います。 

 それで終わります。 

 

○池田和貴委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○東充美副委員長 津森さんかな、これは。

地域振興課の件ですけれども、せんだって、

阿蘇の草原再生のことですけれども、あと10

年もすると、野焼きの牧野組合が、何となく

もう人員がいなくて年配ばっかりだというこ

とで、もう自分たちの組合ではこれを、何と

いいますか、野焼きに人員としてできないと

いう状況が新聞等に出ていたんですけれど

も、今ボランティアという形が大体主体にな

って阿蘇の草原の野焼きをやっていると思う

んですけれども、これは関係機関と連携とか

書いてありますけれども、どういう方法をと

って人を集めて安全対策――亡くなった人も

おったけれども、その辺のやり方を、どうい

うことかわかりますか。 

 

○津森地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 阿蘇の草原再生についてのお尋ねでござい

ます。 

 今委員おっしゃったとおり、阿蘇の草原に

つきましては、例えばボランティアであった

り、またあか牛の放牧、こういった形で県民

の皆様のいろんな形の善意であったり、営

み、こういったことで事実上守られていくと

いうのが現実でございます。 

 しかしながら、知事のマニフェストにも掲

げられておりますけれども、阿蘇の草原とい

うのは、熊本県、熊本県だけじゃなくて、九

州、世界に誇るものだと思っております。そ

ういったものを将来にわたって継承していく

というのが必要だということで、県として

も、しっかり維持、再生に向けて取り組んで

いくということで、先日、阿蘇の千年委員会

という場でも、蒲島イニシアチブということ

で発表させていただいています。 

 その中の１つに、まず、そのボランティア

対策、副委員長おっしゃったように、悲しい

事故が起こってしまいました。こういうこと

について、積極的に、緊急的に、安全対策に

ついて御支援させていただくというのは、１

つ盛り込まさせていただいております。 

 もう一つが、いろいろな形で阿蘇の草原と

いうのは、いろんな方々が、いろんな立場

で、それぞれ利益といいますか、景観であっ

たり、水の問題もそうです。いろんな方々が
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それぞれの立場で享受されています。そこら

辺をうまく整理しながら、それぞれでできる

ことを、役割分担というのをやっぱりそれぞ

れ整理しながらじゃないと、それぞれやって

もばらばらになってしまうと、どうしても１

つの目標に向かっていかないということで、

そこを関係者と一緒に、阿蘇の地元の市町村

であったり、環境省、国の機関であったり、

民間団体と一緒に、県が主体的になって役割

分担というのを、お互いに問題点を洗い出し

ながらやっていこうということで考えており

ます。 

 

○東充美副委員長 多分ボランティアの方々

というのは、それは気持ちはわかるんですよ

ね。ただ、火というのは物すごく怖いという

イメージがあるから、これはプロというか

な、農家の方々は、先祖伝来こういった形で

小さいときから見たり聞いたりしてやってい

ると思うんですよ。ただ、火というものは、

一回火が起きると風はどっちから吹くか全く

わからないように、そういうのを指導する人

たち、本当プロですよね。そうしないと、ま

たまたああいう、何というかな、悲惨なこと

というか、火に巻かれるというか、だから、

そういうことがあるので、やっぱり主体的に

やるというならば、教育といいますか、そう

いうところも考えとんなはるですか。 

 

○津森地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 今の安全対策につきましては、おっしゃる

ように、事前の準備、例えばシミュレーショ

ンをやってみるということで、危険をいかに

リスクを下げるかという事前の準備、そし

て、実際に野焼きをやっている際にいかに被

害が起きないようにするか、やっているさな

かでのリスクの管理と、実際に何か起こった

場合のダメージをコントロールする、ダメー

ジをいかに下げるか、多分恐らく大きく３つ

挙げられると思っております。 

 今一番最初のリスク、シミュレーションみ

たいなところは、どうしても今まで、先ほど

も申し上げましたが、ボランティアの方々の

善意であったり、地元の方々の取り組みの中

に依存しているところがございましたので、

それまでの方々の経験とか、そういうのでや

ってきたという実情はあります。 

 ということもございまして、しっかりと地

形とかも踏まえたシミュレーション、事前の

準備というのをまずしっかり徹底させていた

だくということを、ボランティアのリーダー

の方であったり、安全対策の担当だったりと

いうことにやらさせていただきたいと思って

おります。 

 もう一つが、実際命を守るための手段とし

て、例えば火が来たときに、水で放水するよ

うな、背中に背負ってジェットポンプみたい

な形で消すような施設であったり、防火性の

高いような服であったり、こういったものに

ついても緊急支援的にさせていただきたいと

いうふうに考えております。 

 

○東充美副委員長 多分ボランティアという

のは、いろんな形で経験とかもあると思うん

ですけれども、私は去年も来ました、昨年も

来ましたという人もおられるかもしれぬけれ

ども、いろんな形であるけれども、やっぱり

全然経験がない人たち、例えば初めての人と

かあるいは年齢制限とか、若い人はだめと

か、お年寄りはだめとか、そういうこともや

っていかないと、また本当想定外の風が吹い

てやられると思いますもんね。そこまで考え

とんなはるならよかですけれども。 

 あと１点、よかですか。 

 これは消防保安課ですけれども、この「ひ

ばり」の件ですけれども、主要事業の24ペー

ジです。 

 23年が404件出動と書いてありますけれど

も、運航休止期間を除いて、年間を通じて運
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航と書いてありますけれども、その中でも、

多分悪天候で飛べない日とかいっぱいあると

思うんですけれども、１日に大体一番多く出

動した回数というのは何回かわかりますか。 

 

○原消防保安課長 「ひばり」は、365日運

航するようにしておりますが、副委員長のお

話にもありましたように、悪天候の場合、そ

れと年間約２カ月ほどは点検で休止いたしま

すので、365日のうち300日ほどしか稼働日数

はございません。そういう中で、平均やっぱ

り割り算しますと、１回、２回は飛んでおり

ます。最高というのはちょっとデータをとっ

ておりませんが、私が知る限りでは、年１日

のうち３回フライトしたというのは何回かご

ざいます。 

 

○東充美副委員長 せんだって、過酷な労働

条件という形でバスの高速道路の事故があり

ましたよね。ああいうのを思うと、やっぱり

１日３回とかなんかいうと、健康管理の面で

大変自分の重圧があると思うんですよね、そ

の隊員の方々に。そういうところの健康管理

面は、やっぱり誰かがしているんですか。ほ

かに任せてあるというか。 

 

○原消防保安課長 隊員の健康管理とか安全

運航管理も、県職員でセンター長がおります

ので、管理はやっておりますし、毎朝毎夕は

ミーティングで打ち合わせもしておりますの

で、安全管理、健康管理は万全にやっており

ます。 

 

○東充美副委員長 よく飲酒運転等もありま

すからね。その辺も考えとかんといかぬし、

あと、大分と宮崎と相互応援協定とあります

けれども、その九州７県の中で、例えば長崎

の島原なんかもすぐ近くなんですよね。宮崎

よりも近いんですけれども、７県のほかの県

とのあれは全然考えていないんですか。 

 

○原消防保安課長 現在は大分、宮崎と３県

で協定をしております。長崎につきまして

も、以前お話がありましたが、長崎は、対馬

とか五島とか離島を抱えておりますので、協

定を結ぶまでには至っておりません。現在事

務レベルで協議しておりますのは、鹿児島と

も協定を広げる方向で現在協議をしておりま

すので、協議が調いましたら、また御報告し

たいと思っております。 

 

○東充美副委員長 佐賀、福岡とは全然…

…。 

 

○原消防保安課長 佐賀はヘリを持っており

ませんで、福岡のほうに委託をしておりま

す。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、これで付託さ

れた議案等及び主要事業等に対する質疑を終

了いたします。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第７号、第13号及び第

14号について、一括して採決したいと思いま

すが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外３件は、原案のとおり

可決することに決定をいたしました。 

 続きまして、請第21号消費税の増税に反対

する意見書の提出に関する請願について、国

レベルの問題になりますので、執行部からの

説明は省略をさせていただきたいと思ってお
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ります。 

 次に、採決に入ります。 

 請第21号についてはいかがいたしましょう

か。 

  （｢不採択」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 不採択という意見があり

ますので、不採択についてお諮りいたしま

す。 

 請第21号を不採択することに御異議ありま

せんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第21号は、不採択とすることに決

定をいたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることにつ

いてよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、その

ように取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から順次お願いいたし

ます。 

 

○福島危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 報告資料の熊本県地域防災計画の見直し及

び防災対策について御報告します。１ページ

のＡ３の横表をお願いいたします。 

 県の地域防災計画につきましては、昨年の

東日本大震災発生後、５月に検討委員会を設

置しまして、ソフト対策を中心に検討を行

い、去る５月23日の県防災会議で計画修正案

を御承認いただいたところでございます。 

 今後は、右上の３のスケジュールのとお

り、訓練等を通して見直し内容の具体化を図

るとともに、現在実施中の地震・津波被害想

定調査を踏まえた見直しを進めまして、来年

５月の防災会議で、今回の一連の見直しに係

る防災計画の修正を完了したいと考えており

ます。 

 次に、２ページをお願いします。 

 本県では、東日本大震災発生後から、防災

計画の見直しと並行しまして必要な防災対策

に取り組んでおります。 

 昨年度の実績と今年度の予定につきまし

て、他の部局の取り組みも含めまして取りま

とめましたので御紹介します。 

 本日は、当課で担当している部分を中心

に、主要事業、新規事業で御説明したもの以

外のものについて説明させていただきます。 

 まず、１の①ですが、静岡県との災害時相

互応援協定を締結しております。同時に被災

する可能性が少ない遠隔の県として、昨年７

月に締結しました。静岡県とは、この４月か

ら人事交流も始めております。 

 続きまして、大きな２番の市町村に対する

防災体制整備の要請です。 

 県が防災対策を講じる上では、何より市町

村の体制整備が重要でございます。①から⑤

の事項につきまして、昨年４月に要請をいた

しております。 

 ①は、沿岸部の14市町に対しまして、避難

所等の緊急点検をお願いしております。現在

実施中の被害想定調査の結果等も踏まえ、さ

らなる見直しをお願いしてまいります。②で

は、住民への伝達体制の再確認をお願いして

おります。③では、避難勧告の発令基準の策

定でございますが、まだ未策定の市町村もあ

りますので、早急に策定するよう、引き続き

要請してまいります。 

 ３ページをお願いします。 

 ④は、先ほど御説明しましたが、県防災情

報メールサービス、１年間で約３倍に登録者
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数が増加しております。⑦も先ほど説明しま

したが、携帯電話会社のメールサービスの導

入を促進しまして、ＮＴＴドコモが45全市町

村で導入される運びとなっております。 

 続きまして、４ページ、３の防災対策の充

実強化です。 

 まず、①のヘリサインですが、大震災発生

直後に出動しました県の防災消防ヘリ「ひば

り」の隊員の意見を契機にしまして、県や市

町村の防災拠点計95カ所に整備をしておりま

す。 

 それから、少し飛びますが、６ページをお

願いします。 

 一番上の防災訓練の充実強化です。 

 昨年の県総合防災訓練では、広域応援の訓

練もあわせて実施しております。また、②

が、新たに始めました孤立地域対策に係る防

災実動訓練ということで、天草を舞台に、防

災関係機関の連携体制を深めるために実施を

しております。 

 続きまして、７ページでございます。 

 今年度の防災訓練ですが、①から③は主要

事業等で説明しましたので、④について御説

明します。 

 内閣府の主催でございますが、松山空港か

ら阿蘇くまもと空港への広域医療搬送訓練に

参加することとしております。 

 それから、２の②ですが、災害時での人命

救出にはヘリが重要な役割を果たすことか

ら、ヘリを保有します自衛隊等の防災関係機

関による調整会議を開催しまして、緊急時で

の円滑かつ安全なヘリ運用体制の構築を目指

すこととしております。 

 少し飛びまして、９ページをお願いいたし

ます。 

 一番上の⑤ですが、交通政策課のほうでも

お話がありましたが、阿蘇くまもと空港、あ

わせまして天草空港も含めまして、防災拠点

として果たす役割の調査を実施してまいりま

す。 

 それから、そこの一番下ですが、５の防災

教育の充実及び災害教訓の伝承としまして、

③でございますが、被災地に派遣しました職

員の貴重な体験を取りまとめた活動記録集を

作成しまして、今後の災害発生時での対応に

生かしていきたいと考えております。 

 次に、10ページでございますが、市町村地

域防災計画の見直し支援ということで、市町

村でしっかりとした防災計画を策定していた

だくことが何より重要でございますので、県

としても必要な助言等を行ってまいりたいと

考えております。 

 最後に、７の原子力災害対策の取り組みで

すが、今回防災計画に新たに盛り込みまし

た。それを踏まえまして、今後は、原子力防

災の知識を備えた職員を育成するとともに、

迅速な情報収集、連絡体制等を構築したいと

考えております。 

 12ページですが、県内への避難者の状況及

び支援状況を参考資料としてつけておりま

す。 

 １のとおり、県内への避難者は、５月１日

現在で132世帯、313人となっております。ま

た、下の参考のとおり、106人の方々に公営

住宅の提供等を行っているほか、下段に記載

のとおり、いろいろな支援を行っているとこ

ろでございます。 

 13ページをお願いします。 

 中段の４に記載しておりますが、専門職員

による長期派遣を行っております。現在15名

の県職員を復興支援のために派遣していると

ころでございます。 

 危機管理防災課の報告は以上です。よろし

くお願いいたします。 

 

○原消防保安課長 消防保安課です。 

 消防広域化の状況について御報告をいたし

ます。 

 消防広域化につきましては、先ほどの主要

事業でも御説明いたしましたが、ここでは、
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これまでの経緯、現状、今後の取り組みにつ

いて改めて御報告いたします。 

 まず、１の主な経緯、取り組みにつきまし

ては、平成18年の消防組織法改正と消防庁の

指針を受けまして、本県においても、市町村

や消防本部などが主体となった検討会、委員

会を経まして、平成20年に県計画を策定いた

しました。その経緯を書いております。 

 下の図は、最近の動きを反映しました現況

の図でございます。 

 裏面をお願いいたします。 

 ３ブロックの協議状況について御説明いた

します。 

 城北ブロックにつきましては、協議項目の

約２分の１が承認済みでありまして、来週の

協議会で新たに７項目が提案予定となってお

ります。 

 中央ブロックにつきましては、広域化の方

式で協議が続いておりましたが、ことしの３

月に上益城、５月には宇城地域が不参加を表

明しまして、現在は熊本市と高遊原南消防組

合で協議をやっております。 

 城南ブロックにつきましては、協定項目の

約８割が承認済みとなっております。城南ブ

ロックでは、住民への啓発ということで協議

会だよりを発行しております。 

 ３の今後の県の取り組みですが、３ブロッ

クとも24年度末までの広域化を目指して協議

をやっておりますので、県としましては、引

き続きさまざまな支援を継続してまいりま

す。 

 なお、不参加となった地域につきまして

は、消防に対します認識とか実態を把握した

上で、必要な調整や助言を行ってまいりま

す。 

 現在の消防広域化は、国の方針によりまし

て24年度末が推進期限となっております。国

においては、現在25年度以降の消防広域化の

方針を検討中でございます。県としまして

も、国の動向及び県内の結果を見きわめまし

て、今後の対策を検討してまいります。 

 次のページは、参考までに国の動向、全国

の状況をおつけしております。 

 消防広域化につきましては、今後も大きな

動きがありましたら御報告をしてまいりま

す。 

 以上です。 

 

○福山川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 川辺川ダム問題について、２点御報告をさ

せていただきます。 

 (1)ふるさと五木村づくり計画についてで

ございます。 

 平成21年９月に、村と県が共同で策定して

おります。現在、働く場づくり、暮らしづく

り、ひとづくりを３本柱に、村とともに振興

策を進めております。 

 平成23年度の主な成果でございますが、観

光面で、シイタケ収穫やトレッキングなど、

体験型のプログラムが充実、定着してきてお

ります。また、このほか、鹿肉の商品開発、

販路拡大、介護事業所の整備、新規雇用の創

出等で成果が上がっております。 

 次に、平成24年度実施計画でございます

が、５月に住民説明会を開催しております。

主な事業としまして、観光物産面における五

家荘との連携強化、そばなどの特産品の生

産、販路拡大、有害鳥獣被害対策の強化等に

取り組むこととしております。 

 (2)の基盤整備事業についてでございます

が、平成22年７月に、五木村の今後の生活再

建を協議する場を設置し、国、県、村の３者

で協議を続けてまいりましたが、昨年６月、

３者合意に至っております。これに基づき、

今年度から、村が現行制度を活用して村道や

公園の整備などの基盤整備事業に取り組むこ

ととしております。 

 裏面をごらんください。 

 ３の補償法案の状況についてでございま
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す。 

 これは、前原元国土交通大臣の国会提出発

言の後、これまで見送られてきたものでござ

いますが、八ツ場ダムに関連して、制定に向

けて動きが始まりました。本年２月には、国

から県に法案についての意見照会があり、県

としては、まずは３者合意に基づいてしっか

り五木村の振興を図っていくのがスタンスで

あり、国に対しては、事業実施に支障がない

よう、今まで以上のバックアップを求めると

の回答を行っております。 

 去る３月13日に政府が補償法案を閣議決定

し、今国会に提出しておりますが、政治情勢

もあり、現時点でも審議は行われておりませ

ん。 

 なお、補償法案の概要については、点線の

枠囲みの中に記載しております。 

 主な内容としましては、都道府県が策定す

る特定地域振興計画に基づき、既買収地の利

活用の特例や事業に対する国の補助、地方債

についての配慮等が予定されております。 

 ２点目でございます。ダムによらない治水

を検討する場について申し上げます。 

 この検討する場は、平成21年１月に、ダム

以外の治水対策の現実的な手法について、極

限まで検討し、国、県、流域市町村の間で認

識を共有することを目的に設置しておりま

す。 

 昨年９月の第９回会議において、直ちに実

施する対策を早急に実施すること、引き続き

検討する対策の検討にスピード感を持って取

り組むことについて、認識の共有が図られて

おります。また、この際、具体的な検討を行

う幹事会を設置することが了承されておりま

す。 

 その後、幹事会が３回開催されております

が、その中で、直ちに実施する対策において

も、十分な安全性が確保される状況でないこ

とを踏まえ、遊水地の設置や市房ダムの有効

活用策等の追加策について検討が進められて

おります。 

 今後、できるだけ早期に本会を開催し、直

ちに実施する対策を取りまとめたいと考えて

おります。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんでしょう

か。 

 

○荒木章博委員 農水省の新規就農事業とい

うことで、年間150万ということで、担い手

の若手を育てるということで、国はかなりの

予算計上をしていたんですけれども、それ以

上に実際上回って倍の申し込みがあったとい

うことで、このときは600人、５億円が不足

をしたということですね。だから、国がそれ

だけ打ち出した以上は、申し込みが600人あ

るわけだから、やっぱりそれは財政を国に対

して要望していかなんと思うんですけれども

ね。しかし、やっぱりこれが執行できなけれ

ば、財政的な処置というのはどういうものな

のかなと思ってですね。そこをちょっとお尋

ねしたいと思います。 

 

○浜田財政課長 農林水産部のこれは予算で

ございますが、当初予算のところで国の新し

い就農支援交付金をつけようとしておりま

す。 

 実際のところ、これは、答弁の中でもござ

いましたけれども、国のお金が４割程度しか

来ていないという状況も認識をしておりま

す。ただ、これについては、今後、農林水産

部として、国に対して必要な額については要

望していくというふうに聞いておりますし、
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また、真に必要な就農の対象者といいます

か、これについてどのように見きわめるかと

いう検討もこれからというふうに伺っており

ます。その状況を見て、財政当局としては、

お話を今後伺っていきたいというふうに思っ

ています。 

 

○荒木章博委員 これは非常に担い手事業と

しては――大体国の責任ですよ、これだけの

ものを打ち出して、そして財政が足らんごと

なったら県でやれというようなことではちょ

っと困るものだからですね。格好いい政策だ

けを自分たちが打ち出して、予算が足らなけ

れば地方でということではおかしいと思うの

で、引き続き強く要請をしていただきたいと

いうことで、終わります。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、陳情書等が５件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。お疲れさまでございまし

た。 

  午後２時27分閉会 
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